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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 （百万円） 150,320 143,384 154,121 152,364 148,859

経常利益 （百万円） 4,235 5,988 11,237 12,060 13,646

当期純利益 （百万円） 2,382 3,500 6,886 7,319 8,784

包括利益 （百万円） － － 5,106 7,622 12,477

純資産額 （百万円） 86,056 90,810 89,172 93,207 103,674

総資産額 （百万円） 162,550 159,411 155,321 156,255 164,007

１株当たり純資産額 （円） 429.21 453.29 469.97 504.52 561.37

１株当たり当期純利益 （円） 12.22 18.26 36.22 39.41 47.88

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） 12.22 － － － －

自己資本比率 （％） 50.62 54.50 57.03 59.24 62.79

自己資本利益率 （％） 2.74 4.14 7.85 8.08 8.98

株価収益率 （倍） 27.25 20.26 10.49 10.22 9.61

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △386 21,906 14,299 11,739 13,025

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,463 △5,969 △4,715 △5,754 △6,098

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 710 △15,869 △7,656 △5,964 △7,114

現金及び現金同等物

の期末残高
（百万円） 5,089 5,368 6,822 6,518 6,848

従業員数 （名） 3,811 3,806 3,817 3,799 3,820

　（注）１　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　第87期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。また、第88期、第89期および第90期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 （百万円） 101,518 97,647 105,045 103,414 102,598

経常利益 （百万円） 3,895 4,656 8,325 8,281 10,688

当期純利益 （百万円） 3,179 3,326 4,571 5,415 7,381

資本金 （百万円） 17,742 17,742 17,742 17,742 17,742

発行済株式総数 （千株） 196,682 196,682 191,682 186,682 186,682

純資産額 （百万円） 71,232 75,202 75,252 77,690 85,807

総資産額 （百万円） 137,241 136,203 134,298 134,519 139,148

１株当たり純資産額 （円） 371.60 392.39 399.24 423.45 467.74

１株当たり配当額 （円） 11.00 9.00 9.00 10.00 11.00

（内１株当たり

中間配当額）
（円） (5.00) (4.00) (4.00) (4.00) (5.00)

１株当たり当期純利益 （円） 16.31 17.35 24.04 29.16 40.23

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） 16.31 － － － －

自己資本比率 （％） 51.90 55.21 56.03 57.75 61.67

自己資本利益率 （％） 4.26 4.54 6.08 7.08 9.03

株価収益率 （倍） 20.41 21.32 15.81 13.82 11.43

配当性向 （％） 67.43 51.86 37.44 34.29 27.34

従業員数 （名） 1,659 1,687 1,697 1,674 1,690

　（注）１　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　第87期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。また、第88期、第89期および第90期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　　
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２【沿革】

　当社は、大正10年、わが国硬化油工業の始祖ともいうべきスタンダード油脂株式会社（昭和６年合同油脂と改称、旧

王子工場）を母体として発足し、その後、ベルベット石鹸（現在の尼崎工場）、国産工業株式会社不二塗料製造所（旧

川崎工場）等を合併して昭和12年（旧）日本油脂株式会社と改称しました。次いで、昭和18年までに帝国火薬工業株

式会社（現在の愛知事業所）のほか、日本の化学工業界で古い歴史と優秀な技術を有する各社を吸収合併するととも

に、三国工場（塗料）、神明工場（溶接棒）を開設して総合化学会社としての基礎を確立しました。

　さらに、昭和20年日本鉱業株式会社の化学部門を合併し、同時に日産化学工業株式会社と改称しましたが、昭和24年

７月企業再建整備法に基づいて、当社はその油脂・塗料・火薬および溶接棒に関する事業を継承する第二会社として

分離独立し、旧名称を踏襲して日本油脂株式会社としました。

　設立以降の変遷は次のとおりであります。

昭和45年６月　　帝国火工品製造株式会社を吸収合併

昭和48年６月　　米国のDIAMOND SHAMROCK CORPORATIONと合弁で株式会社日本ダクロシャムロック（現・ＮＯＦメ

タルコーティングス株式会社、現・連結子会社）を設立

昭和52年６月　　大分市に大分工場を開設

昭和55年12月　　川越工場を分離し、日油技研工業株式会社（現・連結子会社）を設立

昭和58年２月　　筑波研究所（現・筑波研究センター）を開設

昭和59年９月　　米国のDIAMOND SHAMROCK CHEMICALS COMPANYと合弁で米国にMETAL COATINGS INTERNATIONAL INC.

を設立（現・NOF METAL COATINGS NORTH AMERICA INC.、現・連結子会社）

昭和63年３月　　決算期日を11月30日から３月31日に変更

昭和63年12月　　米国のMORTON THIOKOL,INC.と合弁で株式会社モートンニチユを設立（平成11年５月、株式会社

オートリブ・ニチユに商号変更）

昭和63年12月　　米国にNOF AMERICA CORPORATION（現・非連結子会社）を設立

平成４年７月　　インドネシアのPT.SINAR MAS TUNGGALならびに株式会社資生堂、丸紅株式会社および日立造船株式

会社と合弁でインドネシアにPT.SINAR OLEOCHEMICAL INTERNATIONAL（持分法適用関連会社）を

設立

平成６年３月　　美唄工場を廃止し、子会社である北海道日本油脂株式会社（現・北海道日油、現・連結子会社）に

業務を移管

平成６年７月　　ベルギーにNOF EUROPE N.V.を設立

平成６年11月　　本店を千代田区から渋谷区に移転

平成７年11月　　インドネシアのPT.SINAR MAS TUNGGALおよび丸紅株式会社と合弁でインドネシアにPT.

NOF MAS CHEMICAL INDUSTRIES（現・連結子会社）を設立

平成８年２月　　日本カーリット株式会社および日本工機株式会社と合弁で株式会社ジャペックス（現・連結子会

社）を設立

平成11年10月　　日本工機株式会社（現・連結子会社）の発行済株式の95％を取得

平成11年12月　　新規事業開発部を「ライフサイエンス事業部」へ名称変更

平成12年３月　　株式会社タセトへ溶接事業を譲渡し、溶接事業部を廃止するとともに神明工場を閉鎖

平成12年９月　　塗料事業を日本油脂ビーエーエスエフコーティングス株式会社（平成15年４月、日本油脂BASFコー

ティングス株式会社に商号変更）に営業譲渡

平成13年４月　　電子材料関連技術の集約と効率的事業開発を目的として、「電材事業開発部」を新設

平成13年４月　　PT.SINAR MAS TUNGGALからPT.NOF MAS CHEMICAL INDUSTRIES（現・連結子会社）の全保有株式を

取得

平成13年10月　　薬物送達システム向け素材事業を拡充するため、「DDS事業開発部」を新設

平成14年４月　　当社グループの物流の合理化、効率化を目的として、日油自動車運輸株式会社（連結子会社）を日

油サービス株式会社（連結子会社）に吸収合併することにより統合

平成14年９月　　株式会社アグロメデック（連結子会社）、ニチユビルド株式会社（連結子会社）および日本ベッツ

ディアボーン株式会社（持分法非適用関連会社）を統合し、ニチユソリューション株式会社（連

結子会社）を設立

平成14年11月　　NOF EUROPE N.V.からNOF EUROPE (BELGIUM) N.V.（現・連結子会社）を分離するとともに

NOF EUROPE N.V.をDACRAL MANUFACTURING N.V.（現・NOF METAL COATINGS EUROPE N.V.、現・連

結子会社）に商号変更

平成15年４月　　日本油業株式会社（連結子会社）を油化産業株式会社（現・連結子会社）に吸収合併することに

より統合

平成16年４月　　株式会社タセト（連結子会社）の当社保有全株式を、神鋼タセト株式会社（持分法非適用関連会

社）へ譲渡
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平成16年10月　　日武産業株式会社（連結子会社）を日油サービス株式会社（連結子会社）に吸収合併することに

より統合するとともに、ニチユ物流株式会社（現・連結子会社）に商号変更

平成16年10月　　中国江蘇省に常熟日油化工有限公司（現・連結子会社）を設立

平成17年３月　　日本油脂BASFコーティングス株式会社の当社保有全株式をBASFコーティングス社へ譲渡

平成18年４月　  株式会社ニッカコーティング、KOREA SHAMROCK CO.,LTD（現・NOF METAL COATINGS KOREA CO.,

LTD.）を連結子会社化　　

平成18年６月　　「防錆部門」を新設　

平成19年４月　  神鋼タセト株式会社の全保有株式を株式会社神戸製鋼所へ譲渡

平成19年10月　　社名を「日本油脂株式会社」から「日油株式会社」に変更

平成19年10月　　「機能フィルム事業部」を新設、「DDS事業開発部」を「DDS事業部」に名称変更

平成19年10月　　北海道日本油脂株式会社が社名を北海道日油株式会社に変更

平成20年３月　　PT．SINAR OLEOCHEMICAL INTERNATIONALの当社保有全株式を売却し、持分法適用会社から除外

平成21年４月　　ニチユソリューション株式会社（連結子会社）を油化産業株式会社（現・連結子会社）に吸収合

併することにより統合

平成22年１月　　株式会社オートリブ・ニチユの当社保有全株式を売却し、持分法適用会社から除外

平成22年４月　　株式会社日本ダクロシャムロックをＮＯＦメタルコーティングス株式会社（現・連結子会社）に、

また、防錆事業の海外子会社６社の商号をそれぞれ変更

平成22年９月　　日油技研工業株式会社を株式交換により完全子会社化

平成23年２月　　中国上海市に日油（上海）商貿有限公司（現・非連結子会社）を設立　

平成25年４月　　「機能フィルム事業部」と「電材事業開発部」を統合し、「ディスプレイ材料事業部」を新設
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３【事業の内容】

当社の企業集団は、当社、子会社34社（内 在外13社）、および関連会社７社（内 在外１社）で構成され、機能化学

品、ライフサイエンス、化薬に関連する事業を主として行っており、その他、運送および不動産等の事業活動を展開し

ております。

当社グループの事業に関わる当社および関係会社の位置付けおよびセグメントとの関連は、次のとおりでありま

す。

区分 主要製品 主要な会社

機能化学品事業 脂肪酸、脂肪酸誘導体

界面活性剤

エチレンオキサイド・

　　　プロピレンオキサイド誘導体

有機過酸化物

石油化学品（ポリブテン等）

機能性ポリマー

機能性フィルム

電子材料（液晶表示関連材料等）

（製造・販売）

　当社

　日油工業㈱

  常熟日油化工有限公司

　PT.NOF MAS CHEMICAL INDUSTRIES　

（販売）

　油化産業㈱

　NOF EUROPE（BELGIUM）N.V.

特殊防錆処理剤・防錆加工 （製造・販売）

　NOFメタルコーティングス㈱

　NOF METAL COATINGS NORTH AMERICA INC.　　

　NOF METAL COATINGS EUROPE S.A.

　NOF METAL COATINGS KOREA CO.,LTD.

ライフサイエンス事業 食用加工油脂

機能食品関連製品

（医療栄養食、健康関連製品）

ＭＰＣ関連製品

（MPCポリマー、MPCモノマー）

ＤＤＳ医薬用製剤原料

（活性化PEG、リン脂質、新規素材）

（製造・販売）

　当社

（販売）

　日油商事㈱

　NOF EUROPE（BELGIUM）N.V.

　

化薬事業 産業用爆薬類

宇宙関連製品

防衛関連製品

　

（製造・販売）

　当社

　日本工機㈱

　日油技研工業㈱

　北海道日油㈱

　昭和金属工業㈱

　日邦工業㈱

（販売）

　㈱ジャペックス

その他の事業 運送

不動産

（運送）

　ニチユ物流㈱

（不動産）

　日油商事㈱
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　以上の企業集団について事業の系統図を示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金また
は出資金
（百万円）

主要な事
業の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容 摘要

（連結子会社）       

日本工機㈱ 東京都港区 2,000化薬 95.0

当社製品の製造および当該

子会社の製造品の受託製造

資金の貸付および預り（※）

注２

日油技研工業㈱ 埼玉県川越市 1,478化薬 100.0
当社製品の製造

資金の貸付および預り（※）
　

北海道日油㈱ 北海道美唄市 220化薬 100.0

当社製品の製造

土地の賃貸

設備資金の貸付　

資金の貸付および預り（※）

 

ＮＯＦメタル

コーティングス㈱
川崎市川崎区 186

機能化学

品
100.0

資金の貸付および預り（※）

役員の兼任　有
 

昭和金属工業㈱ 茨城県桜川市 98化薬 97.3
当社製品の製造

資金の貸付および預り（※）
 

㈱ジャペックス 東京都港区 100化薬
70.0

(25.0)

当社製品の販売

資金の貸付および預り（※）
 

日油商事㈱ 東京都渋谷区 60

ライフサ

イエンス

その他

100.0
当社製品の販売

資金の貸付および預り（※）
 

ニチユ物流㈱ 川崎市川崎区 50その他 100.0
当社製品の運送

資金の貸付および預り（※）
 

日邦工業㈱ 静岡県裾野市 50化薬 93.3資金の貸付および預り（※） 

油化産業㈱ 東京都渋谷区 44
機能化学

品
100.0

当社製品の販売

資金の貸付および預り（※）

 注２

 注３

日油工業㈱ 大阪府高槻市 10
機能化学

品
100.0

当社製品の製造

資金の貸付および預り（※）
 

常熟日油化工有限公司 中国
千元

156,852

機能化学

品
100.0

運転資金の貸付

役員の兼任　有
 注２

PT.NOF MAS CHEMICAL

INDUSTRIES
インドネシア

千US.$

17,500

機能化学

品
89.6　  注２

NOF EUROPE (BELGIUM)

N.V.
ベルギー

千EUR

750

機能化学

品
100.0

当社製品の販売

役員の兼任　有
 

NOF METAL COATINGS 

NORTH AMERICA INC.

米国

オハイオ州

千US.$

1

機能化学

品
100.0役員の兼任　有  
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名称 住所
資本金また
は出資金
（百万円）

主要な事
業の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容 摘要

㈱ニッカコーティング 埼玉県吉川市 210
機能化学

品

100.0

(100.0)

 

 
 

㈱カクタス 東京都文京区 40化薬
100.0

(100.0)
  

NOF METAL COATINGS 

EUROPE S.A.
フランス

千EUR

3,000

機能化学

品

100.0

(100.0)
役員の兼任　有  

NOF METAL COATINGS 

EUROPE N.V.
ベルギー

千EUR

2,500

機能化学

品

100.0

(100.0)
　  

NOF METAL COATINGS

KOREA CO.,LTD.
韓国

百万WON

200

機能化学

品

100.0

(100.0)
 　

NOF METAL COATINGS

SOUTH AMERICA IND.

E COM.LTDA.

ブラジル
千R$

240

機能化学

品

90.0

(90.0)
 　

MICHIGAN METAL

COATINGS CO.

米国

ミシガン州

千US.$

50

機能化学

品

100.0

(100.0)
  

GEORGIA METAL 

COATINGS CO.

米国

ジョージア州

千US.$

5

機能化学

品

100.0

(100.0)
  

 （注）１　主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２　日本工機㈱、油化産業㈱、常熟日油化工有限公司、PT.NOF MAS CHEMICAL INDUSTRIESは特定子会社に該当してお

ります。

３　上記子会社の内、油化産業㈱については売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占　め

る割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　　　(1) 売上高　　　　　32,610百万円　

(2) 経常利益           856百万円

(3) 当期純利益         524百万円

(4) 純資産額         1,256百万円

(5) 総資産額        11,611百万円

４　議決権の所有割合の（　）内の数値は、間接所有割合（内数）であります。また、議決権の所有割合は、小数点第

２位以下を切り捨てて表示しております。

５　※は、当社グループ会社内の資金を集中管理するシステムによる資金の貸付および預りであります。
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５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

 平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（名）

機能化学品事業  1,641

ライフサイエンス事業  313

化薬事業  1,343

その他の事業  331

全社（共通）  192

合計  3,820

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの　

出向者を含む。）であります。

　　　　２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

　

(2)提出会社の状況

 平成25年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

1,690 41.2 17.6 6,986,969

　（注）１　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。

２　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでいます。

セグメントの名称 従業員数（名）

機能化学品事業  866

ライフサイエンス事業  302

化薬事業  350

その他の事業  －

全社（共通）  172

合計  1,690

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの　

出向者を含む。）であります。

　　　　２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

　

(3)労働組合の状況

　労使関係について特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

当期におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要とエコカー補助金等の政策効果により、景気に持ち直しの

動きが見られました。しかしながら、米国経済には回復が見られたものの、欧州経済は財政危機を背景に厳しい状況

が継続、アジア経済においても中国に成長鈍化傾向が見られるなど、海外経済に減速の動きが広がったことにより、

わが国の生産、輸出は弱含みで推移いたしました。政権交代後から期末にかけては、新政権の経済政策に対する期待

から、円高の是正、株価の上昇など明るい兆しが見られたものの、総じて先行き不透明な状況が続きました。

　当社グループの顧客需要は、自動車関連については持ち直しの動きが見られましたが、欧州経済の減速による輸出

減、一部合成樹脂関連や家電関連の需要減など一年を通じて厳しい状況で推移いたしました。

　このような状況下、当社グループは、事業環境変化に対応し選択と集中を進める一方、２０１１年度を初年度とする

３ヵ年計画「２０１３中期経営計画」の基本方針である、技術開発力の強化と海外展開の加速をさらに推進すると

ともに、適正な製品価格の維持と高機能・高付加価値製品の拡販、生産コストの低減に努めてまいりました。

　技術開発力の強化につきましては、昨年７月、知的財産部を研究本部に編入することにより研究開発戦略と知的財

産戦略を融合いたしました。また、筑波研究センターを、次代を担う新規高機能製品の開発拠点としての先端技術研

究所と、生体適合素材関連製品の研究開発を担うライフサイエンス研究所の２研究所に改編すると同時に研究員を

増強し、開発体制を強化いたしました。加えて、大学や他企業との共同研究、ライフサイエンス事業関連での技術導入

についても進めてまいりました。

　海外展開の加速につきましては、米国においてはNOF AMERICA CORPORATION（米国ニューヨーク州）の営業員・技

術員の増員、中国においては常熟日油化工有限公司（中国江蘇省）の営業部門と日油（上海）商貿有限公司（中国

上海市）の統合により、営業体制を強化いたしました。また、常熟日油化工有限公司における脂肪酸エステル（脂肪

酸誘導体）および有機過酸化物製造設備の増設工事についても計画どおり進めております。

　以上のような経営努力を積み重ねてまいりました結果、当期の連結売上高は、148,859百万円と前期比2.3％の減収

となりましたが、連結営業利益は、高付加価値製品の拡販に加えコスト削減の効果もあり、12,341百万円と前期比

10.6％の増益、連結経常利益は、13,646百万円と前期比13.2％の増益、連結当期純利益は、8,784百万円と前期比

20.0％の増益となりました。

以下、各事業セグメントの概況についてご説明申し上げます。

①機能化学品事業

　脂肪酸誘導体は、国内・アジア向けを中心に需要が堅調に推移したことにより、前期に比べ売上高は増加しまし

た。

　界面活性剤、エチレンオキサイド・プロピレンオキサイド誘導体は、円高による輸出減少、電子材料向けの需要低

迷により売上高は減少しました。

　有機過酸化物は、汎用樹脂関連向けの需要が低調であったため、売上高は減少しました。

　石油化学品は、低採算品の整理により売上高は減少しました。

　機能性フィルム・電子材料は、大型薄型テレビ向けの需要が低調でしたが、中小型ディスプレイ向けの出荷が好調

であったことから、売上高は増加しました。

　特殊防錆処理剤・防錆加工は、自動車向けの国内、アジア、北米の需要は好調であったものの、欧州の需要が低調で

あったため、売上高は減少しました。

　これらの結果、機能化学品事業の連結売上高は、91,785百万円（前期比1.6％減）、連結営業利益は、高付加価値製

品の拡販やコスト削減の効果もあり、7,112百万円（前期比5.0％増）となりました。

　

②ライフサイエンス事業

　食用加工油脂は、製菓・製パン用機能性油脂を中心に拡販したものの、売上高は前期並みにとどまりました。　

　機能食品関連製品は、競争激化により、売上高は減少しました。

　生体適合素材であるＭＰＣ（2-メタクリロイルオキシエチルホスホリルコリン）関連製品は、アイケア向け、化粧

品向けの輸出減少により、売上高はやや減少しました。

　ＤＤＳ（ドラッグ・デリバリー・システム：薬物送達システム）医薬用製剤原料は、ＰＥＧ修飾剤の欧米大口需

要家向けの需要が底堅く、売上高は前期並みとなりました。

　これらの結果、ライフサイエンス事業の連結売上高は、23,471百万円（前期比3.5％減）、連結営業利益は、適正価

格の維持、円高の是正やコスト削減の効果もあり、3,824百万円（前期比20.0％増）となりました。
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③化薬事業

　産業用爆薬類は、復興需要が本格化するまでに至らず、売上高は前期並みにとどまりました。

　宇宙関連製品は、新型ロケット用製品の出荷が堅調に推移したことにより、売上高は増加しました。

　防衛関連製品は、売上高が減少しました。

　これらの結果、化薬事業の連結売上高は、32,152百万円（前期比2.9％減）、連結営業利益は、品種構成により2,262

百万円（前期比9.7％増）となりました。

　

④その他の事業

その他の事業は、運送事業および不動産事業から構成されております。その連結売上高は、1,450百万円（前期比

9.3％減）、連結営業利益は、129百万円（前期比54.4％増）となりました。

　

(2)キャッシュ・フローの状況

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が2,057百万円増加しました。運転資金が790百万

円増加、法人税等の支払の減少1,257百万円等により、前年同期に比べ1,285百万円の増加となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資による支出の増加321百万円、投資有価証券の取得による支出329

百万円の増加等があり、前年同期に比べ343百万円の支出増となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ主に借入金の返済が増加したことによる支出の増加2,662

百万円、自己株式の取得による支出が1,888百万円減少したことなどの結果、前年同期に比べ1,150百万円の支出増

となりました。

　以上の結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、前期末に比べ330百万円増加し、6,848百万円となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1)生産実績

　当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示しますと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％）

機能化学品事業 78,890 4.4

ライフサイエンス事業 19,973 △2.2

化薬事業 29,966 △3.4

合計 128,830 1.4

　（注）１　金額は販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2)受注状況

　当連結会計年度における化薬事業の受注状況を示しますと、次のとおりであります。

　なお、化薬事業を除く製品については見込み生産を行っております。

セグメントの名称 受注高（百万円） 前期比（％） 受注残高(百万円) 前期比（％）

化薬事業 25,317 3.5 16,157 1.9

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3)販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示しますと、次のとおりであります。

セグメントの名称
　金額

　（百万円）
前年同期比
（％）

機能化学品事業 91,785 △1.6

ライフサイエンス事業 23,471 △3.5

化薬事業 32,152 △2.9

報告セグメント計 147,409 △2.2

その他の事業 1,450 △9.3

合計 148,859 △2.3

　（注） １ セグメント間の取引については相殺消去しております。

２ 主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合については、当該割合が100分の10以上の相手先が

ないため、記載を省略しております。

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　(1)対処すべき課題

国内の事業環境は、少子高齢化による人口減少、製造業の海外シフトなどにより需要の大幅な拡大は見込めず、資源

・電力調達コストの上昇、海外品の流入もあり依然として厳しい状況が続いております。海外においては、米国経済は

緩やかな回復基調にあるものの、欧州経済の停滞、中国経済の成長鈍化など、先行き不透明な状況が続くと想定されま

す。加えて、国内外の地域・分野ごとに市場のニーズや消費者の価値観は多様化しており、変化する市場への対応の重

要性が増しております。

　このような情勢下、当社グループは、信頼され存在感のある企業グループとなるため、今年度は「２０１３中期経営

計画」において定めた①技術開発力の強化、②海外事業展開の加速、③収益基盤の強化、④経営システムのグローバル

化の４つの基本方針の下、「変化への挑戦」を経営方針として掲げ、「新製品開発の加速」「新成長市場の開拓」

「効率の追求」をキーワードに各種施策を実行し、中期経営計画最終年度の所期経営目標の達成を目指します。

　また、事業効率の向上を図り市場への攻めを強化するため、電子・情報分野において、本年４月１日付けで機能フィ

ルム事業部と電材事業開発部を統合し、ディスプレイ材料事業部を発足させました。他分野におきましても、シナジー

の発揮により高機能・高付加価値製品の拡販、海外展開の加速をさらに進める所存です。

　また、当社グループは、社会規範と企業倫理に則り、リスク管理、コンプライアンス、内部統制のより一層の徹底・体

制整備を図り、経営の透明性・健全性を高めてまいります。安全管理体制につきましても、見直し・強化を継続し、安

定操業に努めてまいります。

　上記の基本戦略に基づき、さらなる事業革新を進め、国際競争力のある強靭な企業体質を築いてまいります。

　

(2)会社の支配に関する基本方針

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念や企業価値の様々な源泉、当社を支え

るステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保、向上させる者で

なければならないと考えております。一方、当社の支配権の移転を伴う買付提案等がなされた場合にこれに応ずるか

否かの判断は、最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるべきものと考えております。

　しかしながら、株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益

に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、対象会社の取締役会や

株主が買付の条件等について検討するための、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や

情報を提供しないものなど、不適切なものも少なくありません。

　このような大規模な買付行為や買付提案を行う者は、例外的に当社の財務および事業の方針の決定を支配する者と

して不適切と考えております。

　

(3)会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み

　当社は、1937年の創業以来、事業の多角化、事業のグローバル化、そしてまた、事業領域と経営資源の選択と集中を進

めながら、幅広い事業領域を有する総合化学メーカーとして成長してきました。

　現在、当社は、「バイオから宇宙まで幅広い分野で新しい価値を創造し、人と社会に貢献します」との経営理念に基

づいて、安定的かつ持続的な成長と発展を実現すると共に、社会の一員として、コンプライアンスはもとより、自然環

境保護や健康、安全の確保などの企業の社会的責任を果たすことにより、あらゆるステークホルダーの皆様にとって、

存在価値のある企業であり続けることを目指しております。

　上記の長期的な視点に立った経営理念の下で、当社は、中期的に実現すべき目標として、期間を３年間とする中期経

営計画を策定し、その達成に向け、計画を推し進めております。

　当社は、永年培ってきた多様な固有技術を含む有形・無形の経営資源が一体となって、当社の企業価値を創造してい

ると考えております。従って、これらの経営資源を十分理解し最大限有効に活用して、安定的かつ持続的な企業価値の

更なる向上を目指すことが、株主の皆様の共同の利益に資するものと考えます。

　

(4)会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取組み

　当社は、平成25年５月９日開催の当社取締役会において、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目

的とする当社株券等の買付行為または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買

付行為（いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、また市場取引、公開買付け等の具体的な

買付方法の如何を問いません。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規

模買付者」といいます。）に対する対応方針（以下「本対応方針」といいます。）を決議しました。本対応方針の概要

は以下のとおりです。

大規模買付者が下記ａ．およびｂ．の大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、当該大規模買付行

為が明らかに株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合を除き、原則として当該大規模買付行為に対する対抗

措置はとりません。

ａ．事前に大規模買付者は当社取締役会に対して当社株主の皆様の判断および取締役会としての意見形成のため
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に必要かつ十分な情報を提供する。

ｂ．当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始する。

一方、大規模買付者により、大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、当社取締役会は、株主共同の利益を守

ることを目的として、会社法その他の法律および当社定款が認める対抗措置を講じ、大規模買付行為に対抗する場合

があります。当社取締役会が対抗措置の発動の是非について判断を行う場合は、社外取締役、社外監査役または社外有

識者からなる独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし、具体的にいかなる手段を講ずるかについては、その時点

で最も適切と当社取締役会が判断したものを選択することとします。

また、当社取締役会は、独立委員会が対抗措置の発動について勧告を行い、発動の決議について株主総会の開催を要

請する場合には、株主の皆様に発動の可否を十分にご検討いただくための株主検討期間を設けた上で、株主総会を開

催することがあります。

本対応方針は、平成25年６月27日開催の当社第90期定時株主総会の決議をもって同日より発効し、有効期間は、平成

28年６月に開催される当社第93期定時株主総会終結の時までとしており、有効期間中に、ａ．当社の株主総会におい

て本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合、ｂ．当社の株主総会で選任された取締役で構成される当社取締役

会により本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。

　

(5)本対応方針の合理性について　

本対応方針は、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・

株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しています。

本対応方針は、当社株式に対する大規模買付行為がなされた際に、当該買付等に応ずるべきか否かを株主の皆様が

判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、株主の皆様のために買付者等

と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという

目的をもって導入されたものです。

本対応方針における対抗措置の発動は、当社の業務執行から独立している委員で構成される独立委員会へ諮問し、

同委員会の勧告を最大限尊重するものとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するよう、本対応

方針の透明な運用を担保するための手続きも確保されております。

本対応方針は、株主総会での承認により発効することとしており、平成25年６月27日開催の当社第90期定時株主総

会にて本対応方針について株主の皆様の意思を確認させていただいたことから、株主の皆様のご意向が反映されてお

ります。また、本対応方針継続後、有効期間の満了前であっても、株主総会において、本対応方針の変更または廃止の決

議がなされた場合には、本対応方針はその時点で変更または廃止されることになり、株主の皆様の合理的意思に依拠

したものとなっております。

本対応方針は、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により廃止することが可能です。従って、

本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買

収防衛策）ではありません。また、当社は、取締役任期を１年としているため、本対応方針はスローハンド型買収防衛

策（取締役会の構成員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）

でもありません。

これらの理由により、本対応方針は、会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成25年３月31日）現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1)経済状況等の変動

当社グループは国内外に生産・販売拠点を有しており、また、提供している製品の多くが幅広い業界で使用されて

いることから、当社グループが製品を販売している国または地域の経済状況や地政学的リスク、当社グループの需要

業界における景気動向、市場動向、公的な法規制などが、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性

があります。

　

(2)原材料価格の変動

当社グループは原材料として、天然油脂系原料や、石化系原料を使用しております。これらの原材料価格は国際市

況の影響を受けやすく、使用原料多様化等の施策を講じておりますが、原材料価格の変動をタイムリーかつ十分に製

品価格に転嫁できなかった場合、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(3)為替レートの変動

当社グループは、海外子会社の財務諸表を連結財務諸表作成のため円換算しております。現地通貨建ての項目は、

換算時の為替レートにより円換算後の価値が影響を受ける可能性があります。また、当社グループは、為替相場の変

動に対するヘッジ等を通じて、短期的な為替の変動による影響を最小限にとどめる措置を講じておりますが、短期お

よび中長期的な為替変動が当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(4)自然災害等

当社グループにおいては、地震等の自然災害や感染症の世界的流行（パンデミック）等に対して、事前の安全対策

や発生時の損害を最小限にする施策を講じておりますが、万一想定を超える災害等が発生した場合、生産活動をはじ

め、販売や物流等のその他の事業活動の中断等が生じた場合には、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼ

す可能性があります。

　

(5)食品の安全性

近年、食品の「安全・安心」に対する消費者の関心が高まっております。当社グループでは、ISOやHACCPを取得し、

国際標準規格にしたがって各種製品を製造しております。また、使用原材料のトレーサビリティの確保など品質管理

に万全な体制で取り組んでおりますが、社会全般にわたる食品の安全性問題が発生した場合、当社グループの業績お

よび財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(6)退職給付債務

当社グループの退職年金資産運用の実際の結果が前提条件と異なった場合、その影響額（数理計算上の差異）は

その発生翌連結会計年度より10年間で費用処理することとしております。年金資産の運用利回りの悪化や低金利の

長期化による割引率の低下等は当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1)技術導入契約

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

日油㈱

INTERNATIONAL

MILITARY SERVICES

LIMITED

英国
155㎜FH－70榴弾砲用発

射装薬
製造技術

昭和62年４月23日から

平成29年３月31日

日油㈱
RHEINMETAL L W & M

GMBH
ドイツ 120mm戦車砲 技術援助

平成16年１月28日から

平成26年１月27日

日本工機㈱ 
ALLIANT

TECHSYSTEMS INC. 
米国 30mm機関砲用弾薬 技術援助 

平成19年２月28日から 

平成29年３月31日 

日本工機㈱
㈱アイ・エイチ・ア

イ・エアロスペース
日本

Pzf３　18㎜縮射弾

および爆発火管
技術援助

平成２年12月13日から

平成29年３月31日

(2)技術援助契約

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

日油㈱

PT.NOF MAS

CHEMICAL

INDUSTRIES

インド

ネシア
有機過酸化物 製造技術

平成８年４月20日から

平成25年12月２日
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６【研究開発活動】

当社グループの事業は、機能化学品、ライフサイエンス、化薬、その他の事業からなり、これらの固有技術の展開を図る

とともにグループとしての総合力を発揮して化学産業を取り巻く環境や社会ニーズの変化に対応した研究開発を進め

ております。また、成長の期待される新規分野や先端分野の研究開発では当社グループの研究所のみならず、専門の諸大

学や外部機関等との共同研究や研究委託を推進し、成果を得ております。

　当連結会計年度は、研究開発費として6,723百万円を投入しました。

　

〔主な研究開発の成果〕

(1)機能化学品事業

脂肪酸誘導体、界面活性剤およびエチレンオキサイド・プロピレンオキサイド誘導体は、ヘルスケア、環境・エネル

ギー、電子・情報分野を中心に新製品開発を進めております。ヘルスケア分野では、保湿機能や美白効果の高い機能性素

材である商品名「ウィルブライド」シリーズを開発しました。また、環境・エネルギー分野では、粉塵防止に優れた機能

性添加剤である商品名「ダスシール」シリーズ、環境に配慮した生分解性の高い作動油である商品名「ミルルーブ」シ

リーズおよびアスファルト合材付着防止剤である商品名「アスファラブ」シリーズを開発し、さらなる機能の向上を進

めております。電子・情報分野では、電子材料用ポリアルキレンオキサイド含有ウレタン（メタ）アクリレートの開発

を進めております。

有機過酸化物、機能性ポリマーおよび石油化学品では、各新製品開発を目的として、開発を進めております。機能性ポ

リマーである防曇剤については、防曇加工対象物の範囲を拡大し防曇加工後の諸種の耐久性を向上しました。また、石油

化学品では、化粧品用イソパラフィン系基材である商品名「パールリーム」３について、従来より更に臭気が少ない製

法の開発を進めております。

機能性フィルムでは、新規機能性フィルムの研究開発を行っております。インデックスマッチングフィルムについて

は、新規顧客に対応して各顧客向けの開発を進めました。

電子材料では、ディスプレイおよび印刷技術を利用したエレクトロニクス関連素材の研究開発を行っており、液晶表

示関連材料の機能改良を目的とした組成開発により拡販につなげました。

特殊防錆処理剤関連では、レアアース対応として進めていた商品名「ジオメット」７２０ＬＳへの転換を完了しまし

た。また、新たにグローバルプロジェクトとして、ＮＯＦメタルコーティングス・ヨーロッパＳ.Ａ.と共同で低エネル

ギー処理プロジェクトに取り組み、焼成温度を下げて、エネルギーコストを低減させることを目指しております。

(2)ライフサイエンス事業

食用加工油脂では、製パン用機能性油脂の大手製パンメーカー向けカスタマイズ品開発が順調に進んでいます。また、

製菓用機能性油脂についても大手製菓メーカーへのカスタマイズ品納入を開始し、大手流通向け洋菓子指定原料認証製

品の販売を開始することができました。機能食品関連製品では、当社として初めての病態別（腎疾患患者用）医療栄養

食を上市しました。また、当社独自のコーティング技術による粉末製品の開発を推進し販売増につなげました。

生体適合性素材であるＭＰＣ関連製品では、アイケア、化粧品、生化学、医薬品などの分野を中心に研究開発を進めて

おり、ＭＰＣポリマーを用いた泡状手指消毒剤、ハードコンタクトレンズ用洗浄剤および低接着細胞培養容器を新規に

販売しました。また、医療機器用のコーティングポリマーである商品名「Ｌｉｐｉｄｕｒｅ」ＣМ５２０６がＦＤＡに

登録されました。

ＤＤＳ（ドラッグ・デリバリー・システム：薬物送達システム）医薬用製剤原料では、欧米を中心として盛んに開発

が行われているＤＤＳ用の活性化ＰＥＧ、リン脂質、新規ＤＤＳ素材の開発を行っており、国内外の研究機関との共同開

発を進めております。

(3)化薬事業

化薬事業では、防衛関連製品、宇宙関連製品、産業用爆薬類、自動車用安全部品等の新製品開発および改良研究に取り

組んでおります。防衛関連製品および宇宙関連製品は、国の研究開発に基づき新しい製品設計や製造技術の確立に向け

て取り組んでおります。産業用爆薬類は、コスト低減と安全性の向上を目的として需要家のニーズに応えられる含水爆

薬や電気雷管の研究開発および装填システムの開発を行っております。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)重要な会計方針および見積り　

　当社グループの連結財務諸表は、一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりますが、その

作成には経営者による会計方針の選択・適用と、資産・負債および収益・費用の報告金額に影響を与える見積りを

必要としております。経営者は、これらの見積りに当たっては、過去の実績等を勘案し合理的に判断をおこなってお

りますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りとは異なる場合があります。

　

(2)当連結会計年度の経営成績の分析

当期におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要とエコカー補助金等の政策効果により、景気に持ち直し

の動きが見られました。しかしながら、米国経済には回復が見られたものの、欧州経済は財政危機を背景に厳しい状

況が継続、アジア経済においても中国に成長鈍化傾向が見られるなど、海外経済に減速の動きが広がったことによ

り、わが国の生産、輸出は弱含みで推移いたしました。政権交代後から期末にかけては、新政権の経済政策に対する期

待から、円高の是正、株価の上昇など明るい兆しが見られたものの、総じて先行き不透明な状況が続きました。 

　当社グループの顧客需要は、自動車関連については持ち直しの動きが見られましたが、欧州経済の減速による輸出

減、一部合成樹脂関連や家電関連の需要減など一年を通じて厳しい状況で推移いたしました。

　このような状況下、当社グループは、事業環境変化に対応し選択と集中を進める一方、２０１１年度を初年度とする

３ヵ年計画「２０１３中期経営計画」の基本方針である、技術開発力の強化と海外展開の加速をさらに推進すると

ともに、適正な製品価格の維持と高機能・高付加価値製品の拡販、生産コストの低減に努めてまいりました。

　技術開発力の強化につきましては、昨年７月、知的財産部を研究本部に編入することにより研究開発戦略と知的財

産戦略を融合いたしました。また、筑波研究センターを、次代を担う新規高機能製品の開発拠点としての先端技術研

究所と、生体適合素材関連製品の研究開発を担うライフサイエンス研究所の２研究所に改編すると同時に研究員を

増強し、開発体制を強化いたしました。加えて、大学や他企業との共同研究、ライフサイエンス事業関連での技術導入

についても進めてまいりました。

　海外展開の加速につきましては、米国においてはNOF AMERICA CORPORATION（米国ニューヨーク州）の営業員・技

術員の増員、中国においては常熟日油化工有限公司（中国江蘇省）の営業部門と日油（上海）商貿有限公司（中国

上海市）の統合により、営業体制を強化いたしました。また、常熟日油化工有限公司における脂肪酸エステル（脂肪

酸誘導体）および有機過酸化物製造設備の増設工事についても計画どおり進めております。

　以上のような経営努力を積み重ねてまいりました結果、当期の連結売上高は、148,859百万円と前期比2.3％の減収

となりましたが、連結営業利益は、高付加価値製品の拡販に加えコスト削減の効果もあり、12,341百万円と前期比

10.6％の増益、連結経常利益は、13,646百万円と前期比13.2％の増益、連結当期純利益は、8,784百万円と前期比

20.0％の増益となりました。

　

①　売上高

売上高は148,859百万円と前期比2.3％、3,504百万円の減収となりました。その内容については、１業績等の概要

(1)業績に記載したとおりであります。

②　売上原価、販売費及び一般管理費

売上原価は売上高の減少に伴い108,591百万円と前期比4.0％、4,518百万円の減少となりました。原価率は、前期

と比較して1.3ポイント減少し72.9％となりました。

販売費及び一般管理費は27,926百万円と前期比0.6％、164百万円の減少となりました。売上原価、販売費及び一般

管理費に含まれる研究開発費は6,723百万円と前期比0.5％、31百万円の減少となりました。

③　営業利益

営業利益は、12,341百万円と前期比10.6％、1,178百万円の増益となりました。セグメント別の営業利益について

は、セグメント情報の欄に記載しております。

④　営業外収益（費用）

営業外収益（費用）は、前連結会計年度の897百万円の収益（純額）から、1,304百万円の収益（純額）となりま

した。受取利息および受取配当金の合計から支払利息を差引いた金融収支は、前連結会計年度の458百万円の収入

（純額）から、637百万円の収入（純額）となりました。

⑤　経常利益

経常利益は13,646百万円となり、前期比13.2％、1,585百万円の増益となりました。

⑥　特別利益

特別利益は31百万円となり、前期比51百万円の減少となりました。
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⑦　特別損失

特別損失は684百万円となり、前期比522百万円の減少となりました。この減少は、主に前期において固定資産処分

損等を計上したことによるものです。

⑧　税金等調整前当期純利益

税金等調整前当期純利益は12,993百万円となり、前期比18.8％、2,057百万円の増益となりました。

⑨　法人税等（法人税、住民税及び事業税ならびに法人税等調整額）

税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の法人税等の負担率は32.2％となり、前期比0.2ポイントの

減少となりました。

⑩　少数株主利益

少数株主利益は30百万円となり、前期比56.8%、39百万円の減少となりました。

⑪　当期純利益

当期純利益は8,784百万円となり、前期比20.0％、1,464百万円の増益となりました。１株当たりの当期純利益は

47.88円と前期比8.47円の増加となりました。

　

(3)経営成績に重要な影響を与える要因について　

経営成績に重要な影響を与える要因については、「４　事業等のリスク」として開示しております。　

　

(4)経営戦略の現状と見通し

　経営戦略の現状と見通しについては、「１　業績等の概要」および「３　対処すべき課題」として開示しておりま

す。

　

(5)資本の財源および資金の流動性についての分析

①　キャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が2,057百万円増加しました。運転資金が790百万

円増加、法人税等の支払の減少1,257百万円等により、前年同期に比べ1,285百万円の増加となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資による支出の増加321百万円、投資有価証券の取得による支出329

百万円の増加等があり、前年同期に比べ343百万円の支出増となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ主に借入金の返済が増加したことによる支出の増加2,662

百万円、自己株式の取得による支出が1,888百万円減少したことなどの結果、前年同期に比べ1,150百万円の支出増

となりました。

　以上の結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、前期末に比べ330百万円増加し、6,848百万円となりました。

②　資金需要

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、当社グループ製品製造のための材料のほか、製造費、販売費及び

一般管理費等の営業費用であります。営業費用の主なものは人件費および発送配達費、販売促進費等の費用であり

ます。当社グループの研究開発費は、研究開発に携わる従業員の人件費が研究開発費の主要な部分を占めておりま

す。

③　有利子負債

平成25年3月31日現在の有利子負債の概要は下記のとおりであります。

 年度別要支払額  

区　　分 合計 １年以内 １～３年 ３～５年 ５年以降

短期借入金（億円） 31 31 ― ― ―

長期借入金（億円） 85 4 52 28 0

当社グループの第三者に対する保証（1億円）は、関係会社等の借入金に対する保証債務であります。

保証した借入金の債務不履行が保証契約期間内に発生した場合、当社グループが代わりに弁済する義務がありま

す。

④　財務政策

当社グループは現在、運転資金および設備資金につきましては、内部資金または借入により資金調達することと

しております。このうち、借入による資金調達に関しましては、運転資金については期限が一年以内の短期借入金

で、銀行等からの借入金および海外子会社の現地での借入金から構成されております。これに対して、生産設備など

の長期資金は原則として固定金利の長期借入金で調達しております。平成25年３月31日現在、長期資金の残高は85

億円で、主に固定金利の円での借入であり、銀行等からの借入金であります。

当社グループは、その健全な財務状態、営業活動によるキャッシュ・フローを生み出す能力および特定融資枠契

約の締結による借入枠により、当社グループの成長を維持するために将来必要な運転資金および設備投資資金を調

達することが可能と考えております。　
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(6)経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループは、安定した収益基盤を確保するため、主要原料（油脂原料および石化原料）の価格動向などの影響を

受けにくい事業体質への変革を目指しており、全ての分野において高機能・高付加価値製品へのシフトを着実に進め

ることで、より高収益な事業基盤を構築する方針です。

　今後も、新しい価値を創造し続けるため、積極的な研究開発投資を継続し、高機能・高付加価値の新製品の開発・上

市に努めます。これら新製品の販売先としては、安定的な国内市場だけではなく、製品ごとの特長に合わせ、欧米ある

いは成長著しい新興国などの海外市場へも積極的に拡販を図ります。

　以上により、更なる経営体質の強化を図りますが、取り組みの詳細については、「３ 対処すべき課題」に記載してお

ります。

　なお、将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループ(当社および連結子会社)では、前連結会計年度に引き続き、

（イ）高付加価値品の需給拡大に対応する生産設備

（ロ）新技術開発による生産設備の新設

（ハ）省力化のための設備増強等の投資

を実施しました。その結果、当連結会計年度の設備投資額は、5,504百万円となりました。

機能化学品事業においては、2,901百万円の設備投資を行っております。主な設備は、尼崎工場の機能化学品事業製

品製造設備および機能化学品事業環境設備等であります。

ライフサイエンス事業においては、451百万円の設備投資を行っております。主な設備は、川崎事業所大師工場のラ

イフサイエンス事業製品製造設備等であります。

化薬事業においては、1,911百万円の設備投資を行っております。主な設備は、愛知事業所武豊工場の化薬事業製品

製造設備等であります。

　その他の事業においては、28百万円の設備投資を行っております。

　また、全社資産として、212百万円の設備投資を行っております。

　なお、当連結会計年度における主要設備の除却、売却等はありません。

　上記の金額は、無形固定資産を含んでおります。

　

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社および連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1)提出会社

 平成25年３月31日現在

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）

建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産　

その他 合計

尼崎工場

(兵庫県尼崎市)

機能化学品

ライフサイエンス

機能化学品事業

製品製造設備
　
ライフサイエン

ス事業製品製造

設備　

2,969 1,928
150

(191)
－ 240 5,289 270

川崎事業所

(神奈川県川崎市

川崎区)

機能化学品

ライフサイエンス

　

機能化学品事業

製品製造設備
　
ライフサイエン

ス事業製品製造

設備

5,489 2,384
4,335

(48)
4 187 12,402 295

大分工場

(大分県大分市)

機能化学品

ライフサイエンス

機能化学品事業

製品製造設備
　
ライフサイエン

ス事業製品製造

設備　

310 219
1,496

(98)
0 7 2,034 66

愛知事業所

(愛知県知多郡

武豊町)

機能化学品

化薬

機能化学品事業

製品製造設備
　
化薬事業製品製

造設備

4,583 1,919
1,577

(1,680)
－ 288 8,368 626

筑波研究センター

(茨城県つくば市)
その他 開発研究設備 183 12

284

(13)
－ 50 530 51

本社

(東京都渋谷区)

全社的管理業務・

販売業務
その他設備 1,393 27

2,425

(27)
－ 366 4,212 327
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(2)国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）

建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産　

その他 合計

日本工機㈱

白河製造所

(福島県西白河

郡)

化薬
化薬事業製

品製造設備
2,230 994

7,550

(4,477)
－ 15610,931 436

日油技研工業㈱
本社・川越工場

(埼玉県川越市)
化薬

化薬事業製

品製造設備
1,062 244

76

(95)
－ 115 1,499 254

NOFメタルコー

ティングス㈱

本社

(神奈川県川崎市

川崎区)

機能化学

品

機能化学品

事業製品製

造設備

278 36
－

(－)
9 37 361 66

日油商事㈱

本社・支店

(東京都渋谷区

他)

ライフサ

イエンス

他

その他設備 249 0
1,091

(10)
6 9 1,356 40

(3)在外子会社

会社名
事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）

建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産　

その他 合計

PT.NOF MAS

CHEMICAL

INDUSTRIES

本社・工場

(インドネシア)

機能化学

品

機能化学品

事業製品製

造設備

139 454
277

(50)
－ 9 880 161

NOF METAL

COATINGS NORTH

AMERICA INC.

本社・工場

(米国オハイオ州)

機能化学

品

機能化学品

事業製品製

造設備

239 700
96

(5)
157 17 1,211 232

　（注）１　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品ならびに無形固定資産であり、建設仮勘定は含まれておりま

せん。金額には消費税等は含まれておりません。

２　愛知事業所には㈱アイ・エイチ・アイ・エアロスペースへ賃貸中の土地9,100㎡を含み、尼崎工場には尼崎水

素販売㈱へ賃貸中の土地3,112㎡を含んでおります。

３　各連結子会社の帳簿価額は、決算日現在の状況を記載しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループ（当社および連結子会社）の設備投資については、生産計画、需要予測、費用対効果、環境対策などを総

合的に検討して計画しております。当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等に係る投資予定金額は、

2,258百万円であります。

　なお、当連結会計年度末現在における主要設備の売却予定はありません。

　

(1)重要な設備の新設等

　

　 平成25年３月31日現在

会社名

事業所名
所在地

セグメン

トの名称
設備の内容 区分

予算金額

(百万円)

既支払額

(百万円)

今後の

所要額

(百万円)

工期予定 完成後の

増加能力着工 完成

日油㈱　

尼崎工場　

兵庫県　

尼崎市　

機能化学

品　

機能化学品

事業製品製

造設備　

新設　 1,060 － 1,060
平成24年　

12月

平成25年　

11月　
―

北海道日油㈱　

　

北海道　

美唄市　
化薬

火薬・加工

品処理設備
新設　 829 181 648

平成24年　

７月　

平成25年　

11月　
―　

昭和金属工業　

㈱　

茨城県　

桜川市　
化薬

火薬・加工

品製造設備　
新設　 368 － 368

平成25年　

１月

平成26年　

10月　
―

合計　 2,258 181 2,077 　

（注）1．今後の所要額2,077百万円には自己資金および借入金を充当する予定であります。

　2．上記の金額には、消費税は含まれておりません。

　

(2)重要な設備の除却等

　経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 783,828,000

計 783,828,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成25年3月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年6月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 186,682,752 186,682,752東京証券取引所第一部
 単元株式数

1,000株

計 186,682,752 186,682,752 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

  

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年４月１日～　

　平成21年３月31日

（注）　

△5,000,000196,682,752 ― 17,742,010 ― 15,113,363

平成22年４月１日～　

　平成23年３月31日

（注）　

△5,000,000191,682,752 ― 17,742,010 ― 15,113,363

平成23年４月１日～　

　平成24年３月31日

　（注）

△5,000,000186,682,752 ― 17,742,010 ― 15,113,363

　（注）自己株式の消却による減少であります。
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（６）【所有者別状況】

 平成25年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 49 35 363 140 6 17,46018,053 ―

所有株式数

（単元）
－ 59,952 1,633 37,69421,664 10 63,725184,6782,004,752

所有株式数の

割合（％）
－ 32.46 0.88 20.41 11.73 0.01 34.51 100.00 ―

　（注）自己株式3,232,549株は「個人その他」に3,232単元、「単元未満株式の状況」に549株含まれております。

　

（７）【大株主の状況】

 平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 8,330 4.46

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 6,461 3.46

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 6,256 3.35

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 5,969 3.19

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 5,600 2.99

ＪＸホールディングス株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番３号 4,609 2.46

日油親栄会
東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号

日油株式会社経理部内　
4,312 2.30

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 4,232 2.26

THE CHASE MANHATTAN BANK, N. A.

LONDON SECS LENDING OMNIBUS

ACCOUNT

（常任代理人 株式会社みずほコ

ーポレート銀行 決済営業部）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET

LONDON

EC2P 2HD, ENGLAND

（東京都中央区月島四丁目16番13号）

3,244 1.73

日油共栄会
東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号

日油株式会社経理部内
3,102 1.66

計 － 52,118 27.91

　（注）当社は、自己株式3,232,549株を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

普通株式 3,232,000
－ －

(相互保有株式)

普通株式    16,000
－　 －

完全議決権株式(その他)
普通株式

181,430,000
181,430 －

単元未満株式 普通株式 2,004,752 － 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 186,682,752 － －

総株主の議決権 － 181,430 －

　

②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）

日油株式会社

東京都渋谷区恵比寿四丁目

20番３号
3,232,000 － 3,232,000 1.73

（相互保有株式）　

日光油脂株式会社

東京都墨田区東墨田二丁目

13番23号
16,000156,000172,000 0.09

計 ― 3,248,000156,0003,404,000 1.82

　（注）他人名義所有分はすべて持株会である日油親栄会の名義となっております。

　

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に基づく普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

  該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。　

　

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

 当該事業年度における取得自己株式 24,045 9,561,841

 当期間における取得自己株式　 4,759 2,345,712

（注）当期間における取得自己株式は、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買い取り

による株式は含まれておりません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

 引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

 消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

 合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

 その他単元未満株式の売却等 2,162 844,844 － －

 保有自己株式数 3,232,549 － 3,237,308 －

（注）１．当期間における処理自己株式には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売

　渡による株式は含まれておりません。

　　　２．当期間における保有自己株式には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買い

取りおよび売渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と認識し、配当額の維持向上と機動的な自己株式取得・消却

に努めてまいります。

内部留保につきましては、将来の株主利益確保のため、設備投資、研究開発投資および財務体質の充実などにあててお

ります。今後とも、収益基盤を強化し、株主資本利益率（ROE）の向上を図ってまいります。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の配当

の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。当社は、「取締役会の決議によ

り、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

　以上の方針のもと、当社は、当期の期末配当は、１株当たり６円としております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりです。

　平成24年11月１日臨時取締役会決議　 配当金の総額   917百万円　　　１株当たり配当額 ５円

　平成25年６月27日定時株主総会決議 　配当金の総額 1,100百万円　　　１株当たり配当額 ６円

　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高（円） 551 563 453 412 486

最低（円） 220 325 278 330 345

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所の市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成24年10月 11月 12月 平成25年１月 ２月 ３月

最高（円） 384 388 392 426 443 486

最低（円） 352 359 367 385 397 438

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所の市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役会長兼

会長執行役員 
  大池　弘一 昭和21年２月24日生

昭和45年４月当社入社

平成12年６月執行役員、経営企画室担当部長

平成12年８月執行役員、経営企画室長

平成14年６月取締役兼執行役員、経営企画室長

平成15年６月取締役兼常務執行役員

平成19年６月

平成24年６月　

代表取締役社長兼社長執行役員

代表取締役会長兼会長執行役員

（現）　

(注)５

 
82

代表取締役社長兼

社長執行役員 
　 小林　明治 昭和26年11月３日生

昭和54年４月当社入社

平成19年６月執行役員、ＤＤＳ事業開発部長 

平成19年10月執行役員、ＤＤＳ事業部長 

平成21年６月取締役兼執行役員、ＤＤＳ事業部

長 

平成22年６月取締役兼常務執行役員、経営企画

室長

平成23年６月

　

平成24年６月　

取締役兼常務執行役員、防錆部門

長

代表取締役社長兼社長執行役員

（現）　

(注)５

 
30

取締役兼

常務執行役員 

中国プロジェ

クト本部長兼

設備・環境安

全統括室長 

菊地　文男 昭和30年３月22日生

昭和54年４月当社入社

平成22年６月執行役員、資材部長 

平成23年６月取締役兼執行役員、資材部長

平成24年６月　取締役兼常務執行役員、設備・環

境安全統括室長

平成25年６月　取締役兼常務執行役員、中国プロ

ジェクト本部長兼設備・環境安

全統括室長（現）

(注)５

 
12

取締役兼

常務執行役員 
研究本部長 高橋　不二夫 昭和27年６月18日生

昭和55年４月当社入社

平成20年６月執行役員、油化事業部長 

平成22年６月取締役兼執行役員、油化事業部長

平成23年６月

　

平成24年６月　

取締役兼常務執行役員、油化事業

部長

取締役兼常務執行役員、研究本部

長（現）　

(注)５

 
21

取締役兼

常務執行役員 
防錆部門長　 長野　和郎 昭和27年８月７日生

昭和50年４月株式会社富士銀行入社

平成16年４月執行役員、大手町営業第五部長 

平成16年６月執行役員、営業第十七部長

平成17年10月　株式会社みずほプライベート

ウェルスマネジメント取締役副

社長　

平成21年４月　当社理事　

平成21年６月　取締役兼執行役員　

平成23年６月

平成24年６月　

取締役兼常務執行役員

取締役兼常務執行役員、防錆部門

長（現）

(注)５

 
18

取締役兼

常務執行役員 
　 前田　一仁 昭和31年11月１日生

昭和56年４月当社入社

平成22年６月執行役員、ＤＤＳ事業部長 

平成23年６月取締役兼執行役員、ＤＤＳ事業部

長

平成24年６月取締役兼常務執行役員、ＤＤＳ事

業部長

平成25年６月取締役兼常務執行役員（現）

(注)５

 
12

　

EDINET提出書類

日油株式会社(E00880)

有価証券報告書

 30/110



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役兼 

常務執行役員 
　 宮道　建臣 昭和31年１月12日生

昭和55年４月当社入社

平成22年６月執行役員、人事・総務部長　

平成23年６月

　　

取締役兼執行役員、人事・総務部

長

平成24年６月

　　

取締役兼常務執行役員、人事・総

務部長

平成24年12月　取締役兼常務執行役員（現）

 (注)

５ 
14

取締役兼 

執行役員 
経営企画室長 加藤　一成 昭和31年７月30日生

昭和56年４月当社入社

平成23年６月執行役員、経営企画室長

平成24年６月取締役兼執行役員、経営企画室長

（現）

 (注)

５ 
7

取締役兼 

執行役員 

ＤＤＳ事業部

長
金澤　廣志 昭和31年12月２日生

昭和57年４月当社入社

平成15年４月油化事業部機能材営業本部第２

機能材営業部長

平成17年６月油化事業部Ｈ・Ｂ開発営業部長

平成21年６月ライフサイエンス事業部長

平成22年６月執行役員、ライフサイエンス事業

部長

平成25年６月取締役兼執行役員、ＤＤＳ事業部

長（現）

 (注)

５ 
5

取締役 

 
 小寺　正之 昭和22年２月17日生

昭和46年４月安田信託銀行株式会社入社 

平成10年６月取締役、受託資産運用本部副本部

長 

平成11年６月執行役員、受託資産運用本部副本

部長  

平成11年10月第一勧業富士信託銀行株式会社

執行役員、証券サービス本部長

平成12年10月みずほ信託銀行株式会社常務執

行役員、証券サービス本部長 

平成13年１月資産管理サービス信託銀行株式

会社代表取締役社長 

平成19年４月みずほトラスト保証株式会社代

表取締役社長 

平成19年６月当社監査役、みずほトラスト保証

株式会社代表取締役社長  

平成22年６月監査役

平成23年６月　取締役（現）　

 (注)

５ 
11

監査役

（常勤） 
　 大坪　啓 昭和23年８月８日生

昭和47年４月株式会社日本長期信用銀行入社

平成10年11月常勤監査役 

平成12年５月新生信託銀行株式会社常勤監査

役 

平成12年12月当社経営企画室国際担当部長

平成19年３月経営企画室長 

平成19年６月取締役兼執行役員、経営企画室長

 

平成22年６月取締役兼執行役員、防錆部門長

平成23年６月常勤監査役（現）

 (注)

６ 
33

監査役 

（常勤） 
 藤郷　栄康 昭和20年６月27日生

昭和44年４月当社入社

平成12年６月執行役員、人事・総務部長 

平成14年５月執行役員、秘書室秘書役 

平成14年６月取締役兼執行役員、秘書室秘書役

 

平成14年９月取締役兼執行役員、秘書室長

平成19年４月取締役兼執行役員 

平成19年６月特別理事 

平成21年６月常勤監査役（現）　

 (注)

６ 
59
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役

（非常勤） 
　 小松　豊 昭和23年２月１日生

昭和45年４月株式会社富士銀行入社

平成12年６月執行役員、デリバティブズ業務開

発部長

平成13年５月常務執行役員、インターナショナ

ルバンキンググループ長兼イン

ベストメントバンキンググルー

プ長兼トレーディンググループ

長兼投資ファイナンス営業部長

平成14年４月株式会社みずほ銀行専務執行役

員 

平成14年８月みずほキャピタルパートナーズ

株式会社代表取締役社長

平成15年３月　みずほ総合研究所株式会社常勤

監査役

平成16年12月　株式会社丸山製作所常勤監査役

平成24年６月当社監査役、株式会社丸山製作所

常勤監査役

平成25年３月当社監査役、東京建物不動産販売

株式会社監査役（現） 

 (注)７

 
2

監査役 

（非常勤） 
 角倉　英司 昭和31年３月８日生

昭和54年３月安田信託銀行株式会社入社 

平成18年６月みずほ信託銀行株式会社執行役

員、札幌支店長

平成19年４月執行役員、不動産企画部長 

平成20年４月常務執行役員、不動産鑑定部長兼

不動産鑑定部大阪鑑定室長 

平成20年７月　常務執行役員　

平成23年４月　日本株主データサービス株式会

社代表取締役副社長　

平成23年６月当社監査役、日本株主データサー

ビス株式会社代表取締役副社長

平成24年７月当社監査役、日本株主データサー

ビス株式会社代表取締役社長

（現）

 (注)６

 
8

    計  314

　（注）１　所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

２　取締役小寺正之氏は、会社法に定める社外取締役であります。

３　監査役小松豊および角倉英司の両氏は、会社法に定める社外監査役であります。

４　当社は、取締役小寺正之、監査役小松豊および監査役角倉英司の３氏を株式会社東京証券取引所の有価証券上

場規程第436条の２に規定する独立役員に指定しております。　

５　平成25年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間であります。

６　平成23年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間であります。

７　平成24年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から３年間であります。
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８　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は、以下のとおりであります。

　氏名 生年月日　 　略歴
所有株式数

（千株）　

　松谷　東一郎 昭和19年１月29日生　

　昭和41年４月　株式会社富士銀行入社

－ 　

　平成５年６月 取締役、総合事務部長

　平成６年６月 取締役、システム開発部長

　平成８年６月

　

株式会社富士ビジネスエイジェンシー代表取

締役社長

　平成11年10月

　

株式会社富士ビジネスエキスパーツ代表取締

役社長　

　平成14年２月

　

みずほビジネスサービス株式会社代表取締役

社長　

　平成18年３月 株式会社みずほ銀行常勤監査役　

　平成19年３月 日本カーボン株式会社監査役　

　平成19年６月

　

日本カーボン株式会社監査役、大同メタル工

業株式会社監査役　

　平成23年６月 高千穂交易株式会社取締役

　平成24年６月 高千穂交易株式会社取締役退任

　

９　当社では、執行役員制度を導入しています。

執行役員は、以下の17名で構成されております。

役名 氏名 職名

会長執行役員 大池　弘一  

社長執行役員 小林　明治  

常務執行役員 菊地　文男   中国プロジェクト本部長兼設備・環境安全統括室長

常務執行役員 高橋　不二夫   研究本部長

常務執行役員  長野　和郎 防錆部門長

常務執行役員  前田　一仁 　

常務執行役員 宮道　建臣 　

執行役員 井上　賢吾 化成事業部長

執行役員 加藤　一成 経営企画室長 

執行役員　 金澤　廣志　 ＤＤＳ事業部長　

執行役員　 黒川　孝一　 大阪支社長　

執行役員　 後藤　義隆　 資材部長　

執行役員　　 椿　信之　　 油化事業部長　　

執行役員 出町　卓也 ディスプレイ材料事業部長

執行役員 林　　俊行 食品事業部長

執行役員 町田　秀樹 化薬事業部長

執行役員 柳本　洋祐 日油商事株式会社取締役社長
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1)　企業統治の体制

①　企業統治の体制の概要　

当社は、事業環境の変化に的確かつ迅速に対応する経営体制を構築するため、平成12年に執行役員制度を導入

し、経営の意思決定機能と業務執行機能とを分離することにより、取締役会の意思決定機能と監督機能の強化を図

るとともに、代表取締役の授権に基づく業務執行体制の効率化を図っております。さらに、監督機能の更なる強化

を図ることを目的として、独立性を有する社外取締役を１名選任しております。

　取締役会は、社外取締役を含む10名で構成され、毎月１回定期に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、法令、

定款および取締役会規則に定める重要事項を決定するとともに業務執行の状況を監督しております。また、取締役

会への重要事項の付議に際しては、業務執行権を有する取締役、常勤監査役および関係部門長が出席して適宜開催

される経営審議会または業務執行権を有する取締役が出席して原則として週１回開催される政策会議における事

前審議を経ることにより的確な意思決定を図っております。その他、当社は、企業経営および日常の業務執行に関

して、随時、弁護士、公認会計士などの専門家から経営判断の参考とするためのアドバイスを受けております。

当社は、独立した立場の社外取締役を含む取締役会および独立した立場の社外監査役が半数を占める監査役会

が業務執行の監督と監査を行うことにより経営のチェック機能の強化を図っており、これら二つのモニタリング

機関が並存することにより、経営監視機能は十分に機能していると考えております。

②　内部統制システムおよびリスク管理体制の整備の状況

当社は、法令および定款・社内諸規定の遵守、業務の適正を確保するため内部統制管理体制を整えております。

財務内容・報告の信頼性を確保するため、経理部が、子会社への経理監査および指導を行っております。社会規範

および法令の遵守については、企業行動倫理を「日油倫理行動規範」として制定し、その徹底を図るため倫理委員

会を設置しております。さらに、当社の全ての事業活動における環境・製品・設備・物流・労働の５つの安全を確

保するためにＲＣ（レスポンシブル・ケア）規則を制定し、ＲＣ委員会が現場の確認と内部監査を実施しており

ます。この他、情報セキュリティ管理委員会、債権管理委員会、安全保障輸出管理委員会など各種の活動により、各

種リスクの未然防止に努めるとともに、リスク顕在化時においては影響を最小限に止めるための管理体制を構築

しております。

当社のコーポレート・ガバナンス体制および内部統制体制の模式図は次のとおりです。
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(2)　内部監査および監査役監査の状況

①　内部監査および監査役監査の状況

監査役監査については、常勤監査役が中心となり取締役会および経営審議会に全て出席するほか、各種会議に積

極的に参加することにより、取締役の業務執行を監視する体制をとっております。監査役は、会計監査人と定期的

に会合をもつなど、緊密な連携を保ち、監査計画および監査報告等の情報の交換を行っております。

社外監査役を含む監査役は、内部統制に関して、内部統制室から定期的に監査報告を受けるとともに、適宜、意見

交換を行っております。また、ＲＣ（レスポンシブル・ケア）およびリスク管理に関して、管轄各委員会への出席、

各委員会内部監査機関による内部監査への同席、各委員会内部監査機関からの監査結果報告の聴取・意見交換な

どを通じて、適切な連携を図っております。

②　社外取締役および社外監査役

当社は、社外取締役１名、社外監査役２名を選任しております。社外取締役および社外監査役を選任するための

独立性について特段の定めを設けておりませんが、一般株主と利益相反が生ずるおそれがないことを基準として

おります。

なお、上記の社外取締役および社外監査役の３名は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程に定める独立

役員であり、同取引所にその旨を届け出ております。

社外取締役小寺正之氏および社外監査役小松豊氏は、いずれも当社との間には人的関係、資本的関係または取引

関係その他の利害関係はありません。

社外監査役角倉英司氏は、平成23年３月まで、当社の取引銀行であるみずほ信託銀行株式会社の業務執行者であ

りました。当社は、同社から950百万円（平成25年３月期実績）の資金の借入れを行っております。　

当社は、社外取締役および社外監査役が企業統治において果たす機能・役割として、社外取締役には、独立した

視点から当社の経営を監督することとともに、当社の経営全般に対して公正かつ客観的な立場から助言および提

言を行うことを期待しており、社外監査役には、経営者としての経験と見識をもとに、客観的な判断をいただくこ

ととともに、専門的見地から監査を行うことを期待しております。

社外取締役および社外監査役の業務の補助は、主に秘書室が担当し、経理部および人事・総務部がこれをサポー

トしております。また、取締役会議案に対する適切な理解のために、必要に応じて担当部門または常勤監査役が社

外取締役および社外監査役に対して、議案の詳細参考情報を事前説明しております。

　

(3)　会計監査　

会計監査については、新日本有限責任監査法人を監査人に選任し、各四半期および期末において適宜監査を受け

ております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は芳野博之および西田裕志であり、会計監査業務の補助者

は公認会計士５名、その他７名であります。

内部監査実施部門、監査役および会計監査人は、それぞれの年間監査計画、監査結果の情報の共有等により、相互

の連携を図っております。

会計監査人である監査法人およびその業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はなく、また、監査法人は

自主的に当社監査に従事する業務執行社員については、一定期間以上、当社の会計監査に関与しない措置をとって

おります。当社と監査法人の間では、会社法監査と金融商品取引法監査について、監査契約書を締結し、それに基づ

き報酬を支払っております。　

　

(4)　役員報酬の内容

各取締役の報酬額は、役位毎の基準報酬額を基に、会社の業績および各人の役割・成果などを考慮して決定して

おります。
　
役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

(社外取締役を除く。)
309 309 － － － 11

監査役

(社外監査役を除く。)
41　　 41 － － － 2

社外役員 18 18 － － － 4
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(5)　取締役の定数

当社は、取締役は１２名以内とする旨を定款に定めております。

　

(6)　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨および累積投票によらない旨を定款に定めております。

　

(7)　自己の株式の取得　

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能にするため、取締役会の決議によって市場取

引等により自己の株式を取得できる旨を定款に定めております。

　

(8)　取締役および監査役の責任免除

当社は、取締役および監査役が期待された役割を十分に発揮できるようにするため、取締役会の決議によって取

締役（取締役であったものを含む。）および監査役（監査役であったものを含む。）の責任を法令の限度において

免除することができる旨を定款に定めております。

　

(9)　中間配当　

当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名

簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる旨を定款に定めてお

ります。

　

(10)　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項の規定による株主総会の決議は、議決権を行使

することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨を定款に定めております。
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(11)　株式の保有状況

①　投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数および貸借対照表計上額の合計額

117銘柄　25,914百万円

　

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額および保有目的

　　前事業年度

　　　　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

本田技研工業㈱ 822,100 2,592取引関係の開拓・維持

㈱みずほフィナンシャルグループ 11,996,372 1,662 〃

信越化学工業㈱ 331,698 1,527 〃

ＮＫＳＪホールディングス㈱ 745,792 1,436 〃

日産化学工業㈱　 1,584,733 1,277 〃

ＪＸホールディングス㈱ 2,008,557 1,033 〃

焼津水産化学工業㈱ 1,026,207 836 〃

新日本理化㈱ 922,875 754 〃

東洋製罐㈱ 508,080 612 〃

日本精化㈱ 1,039,135 599 〃

㈱良品計画 143,900 581 〃

三菱商事㈱ 271,795 534 〃

ダイキン工業㈱ 216,500 484 〃

㈱横浜銀行 1,120,994 455 〃

丸紅㈱ 727,358 438 〃

東洋水産㈱ 206,042 432 〃

明治ホールディングス㈱ 111,868 398 〃

日本水産㈱ 1,395,900 398 〃

日本カーリット㈱ 915,000 390 〃

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 897,740 380 〃

㈱伊予銀行 500,000 371 〃

㈱日本触媒 362,000 347 〃

㈱クレハ 854,300 342 〃

富士重工業㈱　 450,512 293 〃

㈱淀川製鋼所 699,621 249 〃

㈱日立製作所 446,250 220 〃

扶桑化学工業㈱ 94,250 207 〃

㈱日本製紙グループ本社 96,600 171 〃

㈱カネカ 297,595 148 〃

㈱アサヒペン 876,262 134 〃

　

　　みなし保有株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱みずほフィナンシャルグループ 7,000,000 945議決権行使の指図権

（注）　貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりません。

 

EDINET提出書類

日油株式会社(E00880)

有価証券報告書

 37/110



　　当事業年度

　　　特定投資株式　

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

本田技研工業㈱ 822,100 3,000取引関係の開拓・維持

㈱みずほフィナンシャルグループ 11,996,372 2,492 〃

信越化学工業㈱ 331,698 2,007 〃

日産化学工業㈱ 1,584,733 1,850 〃

ＮＫＳＪホールディングス㈱ 745,792 1,541 〃

焼津水産化学工業㈱ 1,504,807 1,315 〃

ＪＸホールディングス㈱ 2,008,557 1,094 〃

㈱良品計画 143,900 948 〃

ダイキン工業㈱ 216,500 813 〃

東洋製罐㈱ 508,080 678 〃

富士重工業㈱ 450,512 670 〃

日本精化㈱ 1,039,135 644 〃

東洋水産㈱ 206,042 595 〃

㈱横浜銀行 1,120,994 576 〃

丸紅㈱ 727,358 527 〃

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 897,740 499 〃

三菱商事㈱ 271,795 497 〃

明治ホールディングス㈱ 111,868 477 〃

日本カーリット㈱ 915,000 474 〃

㈱伊予銀行 500,000 422 〃

㈱日本触媒 362,000 304 〃

㈱クレハ 854,300 294 〃

日本水産㈱ 1,395,900 264 〃

㈱淀川製鋼所 699,621 244 〃

㈱日立製作所 446,250 243 〃

新日本理化㈱ 922,875 243 〃

扶桑化学工業㈱ 94,250 225 〃

㈱カネカ 297,595 161 〃

㈱日本製紙グループ本社 96,600 148 〃

太平洋セメント㈱ 614,600 140 〃

　

　　みなし保有株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱みずほフィナンシャルグループ 7,000,000 1,393議決権行使の指図権

（注）　貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりません。
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（２）【監査報酬の内容等】

　当社の監査法人である新日本有限責任監査法人に対する報酬は、以下のとおりであります。

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 61 2 60 2

連結子会社 22 0 22     -　

計 84 3 83 2

　

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　当社の海外の連結子会社の一部は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属する監査法人の監査を

うけており、報酬の合計額は、27百万円であります。

（当連結会計年度）

　当社の海外の連結子会社の一部は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属する監査法人の監査を

うけており、報酬の合計額は、24百万円であります。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、当社における英文財務

諸表監査等があります。

（当連結会計年度）

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、当社における英文財務

諸表監査があります。

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査日数，提出会社の規模，業務の特性

等を総合的に勘案して、適切に決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表および財務諸表の作成方法について

(1)当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）に

基づいて作成しております。

　

(2)当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月31

日まで）の連結財務諸表および事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）の財務諸表について、新日

本有限責任監査法人による監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、または会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団

法人財務会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加しております。

EDINET提出書類

日油株式会社(E00880)

有価証券報告書

 40/110



１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,751 6,965

受取手形及び売掛金 ※9
 32,002

※9
 34,274

商品及び製品 16,303 17,296

仕掛品 3,718 3,809

原材料及び貯蔵品 8,263 8,580

繰延税金資産 2,042 2,298

その他 2,222 2,357

貸倒引当金 △182 △223

流動資産合計 71,121 75,358

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 59,727 60,624

減価償却累計額 △37,600 △39,260

建物及び構築物（純額） 22,127 21,364

機械装置及び運搬具 91,056 91,654

減価償却累計額 △80,765 △81,838

機械装置及び運搬具（純額） 10,291 9,816

土地 19,580 19,640

リース資産 464 523

減価償却累計額 △168 △237

リース資産（純額） 295 285

建設仮勘定 997 1,871

その他 14,037 13,960

減価償却累計額 △12,701 △12,695

その他（純額） 1,335 1,265

有形固定資産合計 ※1, ※2
 54,627

※1, ※2
 54,243

無形固定資産

その他 ※3
 762

※3
 596

無形固定資産合計 762 596

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※4
 22,846

※1, ※4
 27,298

長期貸付金 26 20

前払年金費用 4,974 4,444

繰延税金資産 434 519

その他 ※4
 1,526

※4
 1,574

貸倒引当金 △63 △48

投資その他の資産合計 29,744 33,809

固定資産合計 85,134 88,649

資産合計 156,255 164,007
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1, ※9
 20,881

※1, ※9
 19,218

電子記録債務 － ※9
 1,492

短期借入金 8,306 3,100

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 7,475

※1
 462

リース債務 96 131

未払法人税等 1,960 3,098

未払費用 1,492 1,696

預り金 4,136 4,199

賞与引当金 2,748 2,919

資産除去債務 206 209

その他 4,329 3,930

流動負債合計 51,635 40,458

固定負債

長期借入金 ※1
 698

※1
 8,044

リース債務 248 286

繰延税金負債 5,701 6,713

退職給付引当金 3,948 4,113

執行役員退職慰労引当金 77 86

役員退職慰労引当金 191 213

資産除去債務 31 35

その他 ※3
 515

※3
 381

固定負債合計 11,412 19,875

負債合計 63,047 60,333

純資産の部

株主資本

資本金 17,742 17,742

資本剰余金 15,113 15,113

利益剰余金 57,813 64,593

自己株式 △1,254 △1,263

株主資本合計 89,413 96,185

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 5,189 8,025

為替換算調整勘定 △2,039 △1,227

その他の包括利益累計額合計 3,150 6,798

少数株主持分 643 691

純資産合計 93,207 103,674

負債純資産合計 156,255 164,007
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 152,364 148,859

売上原価 ※1, ※3
 113,109

※1, ※3
 108,591

売上総利益 39,254 40,268

販売費及び一般管理費 ※2, ※3
 28,091

※2, ※3
 27,926

営業利益 11,162 12,341

営業外収益

受取利息 69 52

受取配当金 635 708

不動産賃貸料 281 279

為替差益 － 361

その他 709 511

営業外収益合計 1,696 1,913

営業外費用

支払利息 247 123

為替差損 118 －

債権流動化費用 69 62

不動産賃貸費用 101 101

固定資産撤去費用 64 88

その他 196 232

営業外費用合計 799 609

経常利益 12,060 13,646

特別利益

固定資産売却益 ※4
 7

※4
 9

投資有価証券売却益 0 4

関係会社株式売却益 38 －

補助金収入 12 18

受取保険金 25 －

特別利益合計 82 31

特別損失

減損損失 ※5
 92

※5
 391

災害による損失 261 －

固定資産除却損 ※6
 110

※6
 78

固定資産処分損 300 －

投資有価証券評価損 0 150

事務所移転費用 121 －

和解金 225 －

その他 95 63

特別損失合計 1,206 684

税金等調整前当期純利益 10,936 12,993

法人税、住民税及び事業税 4,088 4,826

法人税等調整額 △541 △647

法人税等合計 3,546 4,179

少数株主損益調整前当期純利益 7,389 8,814

少数株主利益 70 30

当期純利益 7,319 8,784
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 7,389 8,814

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 601 2,835

為替換算調整勘定 △367 826

その他の包括利益合計 ※1
 233

※1
 3,662

包括利益 7,622 12,477

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 7,559 12,431

少数株主に係る包括利益 63 45
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 17,742 17,742

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 17,742 17,742

資本剰余金

当期首残高 15,113 15,113

当期変動額

自己株式の処分 △0 △0

自己株式処分差損の振替 0 0

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,113 15,113

利益剰余金

当期首残高 54,129 57,813

当期変動額

剰余金の配当 △1,681 △2,018

当期純利益 7,319 8,784

自己株式の消却 △1,954 －

自己株式処分差損の振替 △0 △0

その他 － 13

当期変動額合計 3,683 6,779

当期末残高 57,813 64,593

自己株式

当期首残高 △1,310 △1,254

当期変動額

自己株式の取得 △1,898 △9

自己株式の処分 0 0

自己株式の消却 1,954 －

当期変動額合計 56 △8

当期末残高 △1,254 △1,263

株主資本合計

当期首残高 85,673 89,413

当期変動額

剰余金の配当 △1,681 △2,018

当期純利益 7,319 8,784

自己株式の取得 △1,898 △9

自己株式の処分 0 0

自己株式の消却 － －

自己株式処分差損の振替 － －

その他 － 13

当期変動額合計 3,740 6,771

当期末残高 89,413 96,185
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 4,588 5,189

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

601 2,835

当期変動額合計 601 2,835

当期末残高 5,189 8,025

為替換算調整勘定

当期首残高 △1,677 △2,039

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△361 811

当期変動額合計 △361 811

当期末残高 △2,039 △1,227

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 2,910 3,150

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

240 3,647

当期変動額合計 240 3,647

当期末残高 3,150 6,798

少数株主持分

当期首残高 588 643

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 54 48

当期変動額合計 54 48

当期末残高 643 691

純資産合計

当期首残高 89,172 93,207

当期変動額

剰余金の配当 △1,681 △2,018

当期純利益 7,319 8,784

自己株式の取得 △1,898 △9

自己株式の処分 0 0

自己株式の消却 － －

自己株式処分差損の振替 － －

その他 － 13

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 294 3,695

当期変動額合計 4,034 10,466

当期末残高 93,207 103,674
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 10,936 12,993

減価償却費 6,445 5,867

減損損失 92 391

退職給付引当金の増減額（△は減少） 975 688

受取利息及び受取配当金 △705 △761

支払利息 247 123

固定資産売却損益（△は益） △7 △9

投資有価証券評価損益（△は益） 0 150

投資有価証券売却損益（△は益） △0 27

関係会社株式売却損益（△は益） △3 －

災害損失 261 －

移転費用 121 －

和解金 225 －

売上債権の増減額（△は増加） △2,015 △1,989

たな卸資産の増減額（△は増加） △922 △1,178

仕入債務の増減額（△は減少） 181 △379

その他 1,122 388

小計 16,954 16,314

利息及び配当金の受取額 702 758

利息の支払額 △252 △130

災害損失の支払額 △374 △28

移転費用の支払額 △33 △88

和解金の支払額 △225 －

法人税等の支払額 △5,057 △3,799

その他 25 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,739 13,025

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △122 △451

投資有価証券の売却による収入 0 36

関係会社株式の売却による収入 151 －

有形及び無形固定資産の取得による支出 △5,600 △5,922

有形及び無形固定資産の売却による収入 9 14

短期貸付金の純増減額（△は増加） 87 33

長期貸付けによる支出 △16 △4

長期貸付金の回収による収入 61 12

その他 △324 184

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,754 △6,098
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,448 △5,282

長期借入れによる収入 － 7,800

長期借入金の返済による支出 △4,743 △7,475

自己株式の売却による収入 0 0

自己株式の取得による支出 △1,898 △9

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △85 △127

配当金の支払額 △1,681 △2,016

少数株主への配当金の支払額 △5 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,964 △7,114

現金及び現金同等物に係る換算差額 △323 519

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △303 330

現金及び現金同等物の期首残高 6,822 6,518

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 6,518

※1
 6,848
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

    １．連結の範囲に関する事項 

　(1)連結子会社の数  23社

　主要な連結子会社名は、「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載しているため、記載を省略しており

ます。　

(2)主要な非連結子会社の名称等

　主要な非連結子会社はNOF AMERICA CORPORATIONであります。

（連結の範囲から除いた理由）

  非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

　　２．持分法の適用に関する事項

　(1)持分法適用の関連会社数

　該当事項はありません。

　(2)持分法を適用しない主要な非連結子会社・関連会社の会社名等

　　持分法を適用していない主要な非連結子会社はNOF AMERICA CORPORATION、持分法を適用していない主要な関

連会社はTAIWAN NICHIYU CHEMICAL CO., LTD.であります。

　(持分法を適用しない理由)

　　持分法を適用していない非連結子会社および関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

　　３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、NOFメタルコーティングス㈱、常熟日油化工有限公司、PT.NOF MAS CHEMICAL INDUSTRIES、

NOF EUROPE (BELGIUM) N.V.、NOF METAL COATINGS NORTH AMERICA INC.、㈱ニッカコーティング、

NOF METAL COATINGS EUROPE S.A.、NOF METAL COATINGS EUROPE N.V.、NOF METAL COATINGS KOREA CO.,LTD.、

NOF METAL COATINGS SOUTH AMERICA IND.E COM.LTDA.、MICHIGAN METAL COATINGS CO.および

GEORGIA METAL COATINGS CO.の決算日は12月31日であります。

　連結財務諸表の作成に当たっては各社の決算日の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては連結上必要な調整を行っております。前記以外の連結子会社の決算日は、いずれも連結決算日の３月31日で

あります。

　　４．会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準および評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　主として連結決算日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　主として移動平均法による原価法を採用しております。

②棚卸資産 

　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　　建物（建物附属設備を除く）は、主として定額法を採用しております。建物以外は、主として定率法を採用し

ております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ７～50年

機械装置及び運搬具 ５～10年

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。　　　　　　　　　　　

　これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益はそ

れぞれ99百万円増加しております。

②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年　
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年）に基づく定額法を採用しております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　　貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

　　当社および主要な連結子会社は従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額

を計上しております。

③退職給付引当金

　　当社および主要な連結子会社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき計上しております。

　　過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により費用処理することとしております。

　　数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

④執行役員退職慰労引当金 

    当社の執行役員等の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上して

おります。

⑤役員退職慰労引当金 

    日本工機㈱、日油技研工業㈱、北海道日油㈱、NOFメタルコーティングス㈱、昭和金属工業㈱、㈱ジャペック

ス、日油商事㈱、ニチユ物流㈱、日邦工業㈱、油化産業㈱、日油工業㈱、㈱ニッカコーティングおよびNOF METAL

COATINGS KOREA CO.,LTD.は役員等の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支

給額を計上しております。

(4)重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振

当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている

場合は特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約取引および金利スワップ取引

ヘッジ対象

為替予約…外貨建営業取引

金利スワップ…借入金の金利

③ヘッジ方針

　　為替予約取引については、為替相場の変動によるリスクの軽減を目的とし、通常の外貨建営業取引に係る契

約等を踏まえ、必要な範囲内で為替予約取引を利用し、投機的な取引は行わない方針であります。金利スワッ

プ取引については資金調達に限定し、金利の変動によるリスクの軽減を目的としてスワップ取引を利用し、

投機的な取引は行わない方針であります。

④ヘッジ有効性評価の方法

　　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間においてヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し両者の変動額等を基礎

にして判断しております。

　なお、金利スワップについては特例処理を採用しているもの、また、為替予約取引については、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の期日、通貨種別および金額等の重要な条件が同一であるなど為替相場の変動に対し高い相関関

係があると考えられるものに対しては、ヘッジの有効性の判定は省略しております。
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　(5)のれんの償却方法および償却期間

  のれんおよび平成22年４月１日前に発生した負ののれんについては投資の実態に基づいて合理的に見積り

が可能なものは、その見積年数で、その他のものについては５年間で均等償却しております。

(6)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲　　　　　　

  　手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7)その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

　

（未適用の会計基準等）

　・「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）

　・「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）

　

１．概要

　（1）連結貸借対照表上の取扱い

　　　 未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用を、税効果を調整の上、純資産の部（その他の包括利益累

計額）に計上することとし、積立状況を示す額を負債（または資産）として計上することとなります。

　

　（2）連結損益計算書および連結包括利益計算書上の取扱い

　　　 数理計算上の差異および過去勤務費用の当期発生額のうち、費用処理されない部分についてはその他の包　括

利益に含めて計上し、その他の包括利益累計額に計上されている未認識数理計算上の差異および未認識過去

勤務費用のうち、当期に費用処理された部分についてはその他の包括利益の調整（組替調整）を行うことと

なります。

　

２．適用予定日　

　　平成25年４月１日以後開始する連結会計年度の期末から適用。　　

　

３．当該会計基準等の適用による影響

　　連結財務諸表作成時において財務諸表に与える影響は、現在評価中であります。　

　　

（表示方法の変更）

    （連結損益計算書）

　  前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「固定資産撤去費用」は、営業外費用の

総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映

させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　  この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた261百万

円は、「固定資産撤去費用」64百万円、「その他」196百万円として組み替えております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

建物及び構築物 7,815百万円 （ 7,752百万円） 7,518百万円 （ 7,457百万円）

機械装置及び運搬具 4,266       （ 4,266      ） 4,120       （ 4,120      ）

土地 2,758       （ 2,680      ） 2,758       （ 2,680      ）

投資有価証券 22       （    －      ） 26       （    －      ）

計 14,862       （14,699      ） 14,423       （14,258      ）

　

　      担保付債務は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

１年内返済予定の長期借入金 312百万円 （   312百万円） 312百万円 （  312百万円）

長期借入金 470       （   468　    ） 157       （  156　    ）

買掛債務等 50       （    －      ） 60       （   －      ）

計 834       （   781      ） 531       （  468      ）

上記のうち、（ ）内書は工場財団抵当ならびに当該債務を示しております。　

　　

※２　国庫補助金等の受入れによる圧縮記帳額は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

建物及び構築物 9百万円 17百万円

機械装置及び運搬具 2       －       

その他（工具、器具及び備品他） 0       0       

計  12        18       

　

　      有形固定資産の取得価額から控除している国庫補助金等による圧縮記帳累計額は、次のとおりであります。　 

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

建物及び構築物 528百万円 546百万円

機械装置及び運搬具 385       385       

その他（工具、器具及び備品他） 23       23       

計 937       955       

　

※３　のれんおよび負ののれんは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

のれん（無形固定資産） 204百万円 122百万円

負ののれん（その他の固定負債） 0       0       

　

※４　非連結子会社および関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

投資有価証券（株式） 499百万円 533百万円

出資金 101       220       
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５　受取手形裏書譲渡高

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

受取手形裏書譲渡高 27百万円 54百万円

　

６　保証債務

　連結会社以外の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

尼崎ユーティリティサービス㈱ 85百万円 尼崎ユーティリティサービス㈱ 45百万円

恩欧富塗料商貿（上海）有限公司 　　　　　55       恩欧富塗料商貿（上海）有限公司 　　　　　55       

計 140       計 100       

　

７　債権流動化に伴う買戻義務は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

債権流動化に伴う買戻義務 2,702百万円 2,309百万円

　　

８　当社では、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融機関と特定融資枠契約を締結しております。

　連結会計年度末における借入未実行残高等は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

特定融資枠契約の総額 7,500百万円 7,500百万円

借入実行残高 －       －       

差引額　 7,500       7,500       

　

※９　連結会計年度末日満期手形および電子記録債務

　連結会計年度末日満期手形および電子記録債務の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理をしてお

ります。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形および電子記録

債務が連結会計年度末残高に含まれております。　

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

受取手形 45百万円 70百万円

支払手形 310       52       

電子記録債務 －       194       
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（連結損益計算書関係）

※１　棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額は、次のとおりであります。 

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

売上原価 △99百万円 99百万円

　

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

発送配達費 4,352百万円 4,309百万円

給料手当および賞与 7,107       7,042       

退職給付費用 683       536       

賞与引当金繰入額 900       973       

執行役員退職慰労引当金繰入額 35       32       

役員退職慰労引当金繰入額 61       94       

研究開発費 5,632       5,655       

のれん償却額 81       81       

貸倒引当金繰入額 △8       △3       

　

※３　一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

　 6,755百万円 6,723百万円

　

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

機械装置及び運搬具 2百万円 9百万円

その他（工具、器具及び備品他） 4       0       

計 7       9       

　

※５　減損損失

　当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）　

場所 用途 種類 減損損失（百万円）

愛知県知多郡武豊町　 遊休資産　 機械装置ならびに工具、器具及び備品等　 92

　当社グループは、原則として事業用資産については主として事業部門別にグルーピングを行い、また、遊休資産等

については個々の資産または資産グループ単位でグルーピングを行い、減損損失の認識の判定を行っております。

上記の資産については、今後の使用が見込まれないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（92百万円）として特別損失に計上しております。

　減損損失の内訳は、機械装置が69百万円、工具、器具及び備品が４百万円、その他が19百万円であります。
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当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）　

場所 用途 種類 減損損失（百万円）

愛知県知多郡武豊町　 生産設備等　 建物及び構築物等 391

　当社グループは、原則として事業用資産については主として事業部門別にグルーピングを行い、また、遊休資産等

については個々の資産または資産グループ単位でグルーピングを行い、減損損失の認識の判定を行っております。

上記の資産については、営業活動に係る収益性が低下し、将来における収益の改善が見込まれないことから、回収可

能価額が帳簿価額を下回るものについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（391百万

円）として特別損失に計上しております。

　各資産の回収可能価額については使用価値により測定しております。なお、上記資産については、将来キャッシュ

・フローがマイナスであるため割引計算は行っておりません。減損損失の内訳は、建物及び構築物が235百万円、機

械装置及び運搬具が94百万円、その他が60百万円であります。　　

　

※６　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。　 

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

建物及び構築物 62百万円 17百万円

機械装置及び運搬具 36       41       

その他（工具、器具及び備品他） 11       19       

計 110       78       
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（連結包括利益計算書関係）

※１  その他の包括利益に係る組替調整額および税効果額

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

その他有価証券評価差額金： 　 　

当期発生額 290百万円 4,047百万円

組替調整額 0 178

税効果調整前 290 4,226

税効果額 310 △1,390

その他有価証券評価差額金 601 2,835

為替換算調整勘定： 　 　

当期発生額 △367 826

その他の包括利益合計 233 3,662

　　　　

EDINET提出書類

日油株式会社(E00880)

有価証券報告書

 56/110



（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式　　　　　(注)１ 191,682 － 5,000 186,682

合計 191,682 － 5,000 186,682

自己株式     

普通株式　　　　　(注)２、３ 3,193 5,018 5,000 3,210

合計 3,193 5,018 5,000 3,210

(注) １　普通株式の発行済株式の減少は株式の消却による減少5,000千株であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の増加5,018千株は、単元未満株式の買取による増加18千株および市場から

の買付による増加5,000千株であります。

３　普通株式の自己株式の株式の減少5,000千株は、単元未満株式の処分による減少0千株および消却による

減少5,000千株であります。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 942 5 平成23年３月31日平成23年６月30日

平成23年11月２日

取締役会
普通株式 738 4 平成23年９月30日平成23年12月１日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,100利益剰余金 6 平成24年３月31日平成24年６月29日
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当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式　　　　　 186,682 － － 186,682

合計 186,682 － － 186,682

自己株式     

普通株式　　　　　(注)１、２ 3,210 24 2 3,232

合計 3,210 24 2 3,232

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加24千株は、単元未満株式の買取による増加24千株であります。

２　普通株式の自己株式の株式の減少2千株は、単元未満株式の処分による減少2千株であります。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,100 6 平成24年３月31日平成24年６月29日

平成24年11月１日

取締役会
普通株式 917 5 平成24年９月30日平成24年12月３日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 1,100利益剰余金 6 平成25年３月31日平成25年６月28日

　

　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
　
　

前連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

現金及び預金勘定 6,751百万円 6,965百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △378　 △201　

有価証券(MMF) 146　 85　

現金及び現金同等物 6,518　 6,848　
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

①有形固定資産

主として、生産設備（機械装置及び運搬具）であります。

②無形固定資産

主として、ソフトウェアであります。

(2) リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

　

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

（単位：百万円）

　
前連結会計年度（平成24年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 234 165 68

その他 12 9 2

合計 246 175 71

　

（単位：百万円）

　
当連結会計年度（平成25年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 210 186 24

その他 5 3 1

合計 215 190 25

（注）  取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

　

②未経過リース料期末残高相当額等

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）

当連結会計年度

（平成25年３月31日）

未経過リース料期末残高相当額 　 　

１年内 38 24

１年超 32 0

合計 71 25

（注）  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

　

③支払リース料および減価償却費相当額

（単位：百万円）

　

前連結会計年度

（自  平成23年４月１日

至  平成24年３月31日）

当連結会計年度

（自  平成24年４月１日

至  平成25年３月31日）

支払リース料 47 34

減価償却費相当額 47 34
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④減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）

当連結会計年度

（平成25年３月31日）

１年内 60 142

１年超 148 497

合計 209 640
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針 

　　当社グループは、短期的な預金等により資金運用し、また、運転資金および設備資金について、内部資金または銀行借

入により資金調達することとしております。デリバティブは、リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わな

い方針であります。 

（2）金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制 

　　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社グルー

　プの与信管理規程等に従い管理を行っております。有価証券および投資有価証券は主として株式等であり、市場価格　

の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、上場株式については四半期ごと

に時価の把握を行っております。 

　　借入金は、主に設備投資等に係る資金調達であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております　が、金

利スワップ取引を利用してヘッジしております。また、営業債務、借入金は、流動性リスクに晒されておりま　すが、資

金計画等を作成し管理しております。 

　　デリバティブ取引は、資金調達における金利相場の変動によるリスクの軽減を目的とした金利スワップ取引であり

　ます。なお、ヘッジ会計の内容については、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．会計処理基準　に

関する事項 (4)重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。デリバティブ取引の管理については、職務権限規　則

等に準じて行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するため、信用度の高い国内銀行

と取引を行っております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて　

　おります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当

　該価額が変動することもあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取引に関する契　

　約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

　　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注2）参照）。

前連結会計年度（平成24年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

資産　 　 　 　

(1) 受取手形及び売掛金 32,002 　 　

　　　貸倒引当金(※1) △182 　 　

　 31,819 31,819 －

(2) 有価証券および投資有価証券 21,741 21,741 －

負債　 　 　 　

(1) 支払手形及び買掛金 20,881 20,881 －

(2) 短期借入金 8,306 8,306 －

(3) 長期借入金(※2)　 8,173 8,162 △11

 デリバティブ取引 －　 －　 －　

  (※1) 受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。

  (※2) １年内返済予定の長期借入金を含めております。
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当連結会計年度（平成25年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

資産　 　 　 　

(1) 受取手形及び売掛金 34,274 　 　

　　　貸倒引当金(※1) △223 　 　

　 34,051 34,051 －

(2) 有価証券および投資有価証券 26,098 26,098 －

負債　 　 　 　

(1) 支払手形及び買掛金 19,218 19,218 －

(2) 短期借入金 3,100 3,100 －

(3) 長期借入金(※2)　 8,507 8,450 △56

 デリバティブ取引 －　 －　 －　

  (※1) 受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。

  (※2) １年内返済予定の長期借入金を含めております。

　

（注1）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資　産 

（1）受取手形及び売掛金 

　これらは短期間で決済されるため、時価は、決算日における貸借対照表価額から貸倒見積高を控除した金額に近似し

ており、当該価額をもって時価としております。 

（2）有価証券および投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関から提示された

価格によっております。また、ＭＭＦについては、短期間で決済されるものであるため、帳簿価額を時価とみなしており

ます。なお、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

　

負　債 

（1）支払手形及び買掛金ならびに（2）短期借入金 

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（3）長期借入金

　長期借入金の時価については、一定の期間ごとに区分した借入金ごとに、その将来キャッシュ・フローを、返済期日ま

での期間および信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。金利スワップの特例処理の

対象とされている変動金利による長期借入金は、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、借入金

と同様の利率で割り引いて算定する方法によっております。

　

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

　

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

非上場株式 1,245 1,280

出資証券 5 5

　これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが

極めて困難と認められるものであるため、「資産（2）有価証券および投資有価証券」には含めておりません。 
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（注3）金銭債権および満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

　受取手形及び売掛金 32,002 － － －

　有価証券および投資有価証券 　 　 　 　

その他有価証券のうち満期があるもの 　 　 　 　

(1) 債券 (国債・地方債等) － 10 － －

合計 32,002 10 － －

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

　受取手形及び売掛金 34,274 － － －

　有価証券および投資有価証券 　 　 　 　

その他有価証券のうち満期があるもの 　 　 　 　

(1) 債券 (国債・地方債等) － 10 － －

合計 34,274 10 － －

　

（注4）長期借入金およびその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成24年３月31日）

 １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

短期借入金

（百万円）
8,306 － － － － －

長期借入金

（百万円）
7,475 540 156 0 0 1

 

当連結会計年度（平成25年３月31日）

 １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

短期借入金

（百万円）
3,100 － － － － －

長期借入金

（百万円）
462 243 5,000 0 2,800 0
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（有価証券関係）

１　その他有価証券

　　　　前連結会計年度（平成24年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1)株式 19,534 10,842 8,691

(2)債券 　 　 　

　 ①国債・地方債等 9 9 0

(3)その他 － － －

小計 19,544 10,852 8,691

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1)株式 2,015 2,638 △623

(2)債券 　 　 　

　 ①国債・地方債等 － － －

(3)その他 181 184 △3

小計 2,196 2,823 △626

合計 21,741 13,676 8,064

　　（注1）非上場株式（連結貸借対照表計上額746百万円）、出資証券（連結貸借対照表計上額5百万円）については、市場

価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めてお

りません。

    （注2）上表の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

　

　　　　当連結会計年度（平成25年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1)株式 24,816 12,117 12,698

(2)債券 　 　 　

　 ①国債・地方債等 9 9 0

(3)その他 21 19 2

小計 24,848 12,147 12,700

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1)株式 1,148 1,557 △408

(2)債券 　 　 　

　 ①国債・地方債等 － － －

(3)その他 102 102 △0

小計 1,250 1,659 △409

合計 26,098 13,806 12,291

　　（注1）非上場株式（連結貸借対照表計上額746百万円）、出資証券（連結貸借対照表計上額5百万円）については、市場

価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めてお

りません。

    （注2）上表の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。
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２　売却したその他有価証券　

　　　前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

種類
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
（百万円）

(1)株式 95 0 0

(2)債券 　 　 　

　 ①国債・地方債等 － － －

(3)その他 － － －

合計 95 0 0

　

　　　当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

種類
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
（百万円）

(1)株式 108 4 31

(2)債券 　 　 　

　 ①国債・地方債等 － － －

(3)その他 － － －

合計 108 4 31

　

３　減損処理を行った有価証券

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

有価証券について0百万円（その他有価証券で時価のある株式0百万円）減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30

～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

有価証券について150百万円（その他有価証券で時価のある株式150百万円）減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30

～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

　

EDINET提出書類

日油株式会社(E00880)

有価証券報告書

 65/110



（デリバティブ取引関係）

　１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

      該当事項はありません。

　　

　２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　前連結会計年度(平成24年３月31日)

　　　金利関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等　
（百万円）　

契約額等の
うち１年超
（百万円）　

時価　
(百万円)　

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引     
変動受取・固定支払 長期借入金 5,300　 － 　(注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

　　当連結会計年度(平成25年３月31日)

　　　金利関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等　
（百万円）　

契約額等の
うち１年超
（百万円）　

時価　
(百万円)　

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引     
変動受取・固定支払 長期借入金 5,400　 5,400　(注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度および退職一時金制度を設けていま

す。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。また、提出会社においては退職給付信託を設

定しております。

　

２．退職給付債務に関する事項

 前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

(1）退職給付債務（百万円） △20,471 △22,269 

(2）年金資産（百万円） 16,556 17,844 

(3）未積立退職給付債務(1）＋(2）（百万円） △3,915 △4,425 

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） 5,020 4,800 

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）（百万円） △79 △43 

(6）連結貸借対照表計上額純額(3）＋(4）＋(5）（百万円) 1,026 330 

(7）前払年金費用（百万円） 4,974 4,444 

(8）退職給付引当金(6）－(7）（百万円） △3,948 △4,113 

　（注） 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当り、簡便法を採用しております。

 

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

退職給付費用（百万円） 2,368 1,919

(1）勤務費用（百万円） 1,217 1,138

(2）利息費用（百万円） 392 388

(3）期待運用収益（減算）（百万円） △310 △304

(4）数理計算上の差異の損益処理額（百万円） 1,087 731

(5）過去勤務債務の損益処理額（百万円）（注１） △19 △34

（注）１　「２．退職給付債務に関する事項」に記載の過去勤務債務に係る当期の損益処理額であります。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(1）勤務費用」に計上しております。

　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

　

(2）割引率

前連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

2.0％ 1.06％

　

(3）期待運用収益率

前連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

2.0％ 2.0％

　

(4）過去勤務債務の処理年数

　10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により損益処理することとしておりま

す。）　
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(5）数理計算上の差異の処理年数

　10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、発生の翌連結会計年度から損

益処理することとしております。）　

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

　

（税効果会計関係）

　１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
　
　

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

繰延税金資産  　  

賞与引当金 1,061百万円　 1,125百万円

退職給付引当金 1,597 　 1,871

棚卸資産・固定資産未実現利益 336 　 372

棚卸資産評価損 255 　 271

未払事業税 180 　 284

減損損失 228 　 323

執行役員および役員退職慰労引当金 102 　 99

投資有価証券 381 　 379

資本連結に伴う評価差額 128 　 85

外国税額控除 507 　 493

その他 829 　 920

繰延税金資産小計 5,609 　 6,228

評価性引当額 △1,141 　 △1,120

繰延税金資産合計 4,467 　 5,107

繰延税金負債 　 　 　

その他有価証券評価差額金 △2,877 　 △4,266

固定資産圧縮積立金 △2,182 　 △2,109

退職給付信託設定益 △737 　 △736

資本連結に伴う評価差額 △1,761 　 △1,761

その他 △133 　 △127

繰延税金負債合計 △7,692 　 △9,002

繰延税金資産（負債）の純額 △3,224 　 △3,895

  （注）　前連結会計年度および当連結会計年度における繰延税金資産（負債）の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
　

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 2,042百万円　 2,298百万円

固定資産－繰延税金資産 434 　 519

流動負債－繰延税金負債 △0 　 △0

固定負債－繰延税金負債 △5,701 　 △6,713

　

EDINET提出書類

日油株式会社(E00880)

有価証券報告書

 68/110



２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
　
　

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

法定実効税率 41.0％ 　 38.0％

（調整） 　 　 　

交際費等損金不算入項目 0.6 　 0.5

税額控除 △3.9 　 △3.3

評価性引当額 △0.5 　 0.1

均等割 0.4 　 0.3

受取配当金等益金不算入項目 △1.4 　 △1.2

欠損金の当期控除額 △1.5 　 △0.7

税率変更による期末繰延税金負債の減額修正 △2.2 　 －

その他 △0.2 　 △1.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.4 　 32.2

　　　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1)当該資産除去債務の概要

　有形固定資産に使用されている有害物質（フロン、PCB等）に係る除去義務であります。
  
(2)当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から２年～38年と見積り、割引率は0.21％～2.27％を使用して資産除去債務の金額を計算して

おります。
  
(3)当該資産除去債務の総額の増減

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

期首残高 236百万円 238百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 3 16

時の経過による調整額 0 0

資産除去債務の履行による減少額 △1 △11

期末残高 238 244
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

  当社の報告セグメントは、当社の事業構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高経営意思決定

機関が、経営資源の配分の決定および業績評価のために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

  当社は、取り扱う製品について国内および海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を行っており、事業部門を基礎

とした「機能化学品事業」、「ライフサイエンス事業」、「化薬事業」を報告セグメントとしております。

  「機能化学品事業」は、脂肪酸、脂肪酸誘導体、界面活性剤、エチレンオキサイド・プロピレンオキサイド誘導体、

有機過酸化物、石油化学品、機能性ポリマー、機能性フィルム、電子材料、特殊防錆処理剤・防錆加工等を製造、販売

しております。

  「ライフサイエンス事業」は、食用加工油脂、機能食品関連製品、ＭＰＣ関連製品、ＤＤＳ医薬用製剤原料等を製

造、販売しております。

  「化薬事業」は、産業用爆薬類、宇宙関連製品、防衛関連製品等を製造、販売しております。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益の数値であります。なお、セグメント間の取引価格および振替価格は、主に市場

価格や製造原価に基づいております。

　

（減価償却方法の変更）

　当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度のセグメント利益が、「機能化学品事業」で49百万円、「ライフ

サイエンス事業」で17百万円、「化薬事業」で27百万円、「その他事業」で２百万円、「調整額」で３百万円それぞ

れ増加しております。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　 報告セグメント　
その他

(注)１

（百万円）

合計
(百万円)
　

調整額
(注)２
(百万円)

連結財務諸
表計上額
(注)３
(百万円)

 
機能化学
品事業
（百万円）

ライフサ
イエンス
事業

（百万円）

化薬事業
（百万円）

計
（百万円）

売上高      　 　  

(1)外部顧客への売上高93,32124,32433,118150,7641,599152,364 － 152,364

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
98 2,238 13 2,3507,3139,664△9,664 －

計 93,42026,56333,131153,1158,913162,029△9,664 152,364

セグメント利益 6,7743,1862,06212,023 83 12,106△944 11,162

セグメント資産 62,86019,74444,320126,9252,710129,63526,620156,255

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　

 減価償却費 3,289 881 1,7125,883 78 5,961 484 6,445

 有形固定資産及び

 無形固定資産の増加額

　

3,827 358 1,9036,089 78 6,167 121 6,288

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送、不動産販売および管理業務等

を含んでおります。

　　２．調整額は以下のとおりであります。

　　　(1)セグメント利益の調整額△944百万円には、セグメント間取引消去△０百万円、各報告セグメントに配分していな

い全社費用△943百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であ

ります。　　

　　　(2)セグメント資産の調整額26,620百万円には、セグメント間消去△8,666百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社資産35,286百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に

係る資産であります。

　　　(3)減価償却費の調整額484百万円は、全社資産に係る減価償却費であります。

　　　(4)有形固定資産および無形固定資産の増加額の調整額121百万円は、全社資産の増加額であります。
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　　３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

　当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

　 報告セグメント　
その他

(注)１

（百万円）

合計
(百万円)
　

調整額
(注)２
(百万円)

連結財務諸
表計上額
(注)３
(百万円)

 
機能化学
品事業
（百万円）

ライフサ
イエンス
事業

（百万円）

化薬事業
（百万円）

計
（百万円）

売上高      　 　  

(1)外部顧客への売上高91,78523,47132,152147,4091,450148,859 － 148,859

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
86 2,575 16 2,6787,0199,698△9,698 －

計 91,87226,04632,168150,0888,470158,558△9,698 148,859

セグメント利益 7,1123,8242,26213,199 129 13,328△986 12,341

セグメント資産 68,33120,00350,629138,9653,000141,96522,042164,007

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　

 減価償却費 3,041 799 1,6065,447 66 5,514 353 5,867

 有形固定資産及び

 無形固定資産の増加額

　

2,901 451 1,9115,264 28 5,292 212 5,504

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送、不動産販売および管理業務等

を含んでおります。

　　２．調整額は以下のとおりであります。

　　　(1)セグメント利益の調整額△986百万円には、セグメント間取引消去36百万円、各報告セグメントに配分していない

全社費用△1,023百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であ

ります。　　

　　　(2)セグメント資産の調整額22,042百万円には、セグメント間消去△16,784百万円、各報告セグメントに配分してい

ない全社資産38,826百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係

る資産であります。

　　　(3)減価償却費の調整額353百万円は、全社資産に係る減価償却費であります。

　　　(4)有形固定資産および無形固定資産の増加額の調整額212百万円は、全社資産の増加額であります。

　　３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　
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【関連情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

日本 アジア その他 計

 122,574  15,444　  14,345 152,364

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(2）有形固定資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

日本 その他 計

51,586 3,041 54,627

　　

３．主要な顧客ごとの情報

　　外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高で連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものがな

いため、記載を省略しております。

　　

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

日本 アジア その他 計

 117,902  17,537　  13,419 148,859

  当連結会計年度より、管理方法の見直しにより間接的な輸出売上高は日本以外の地域への売上高として

集計しております。これに伴い、前連結会計年度の２．地域ごとの情報（1）売上高において「日本」に表

示しておりました127,119百万円のうち4,545百万円は、「アジア」4,068百万円、「その他」476百万円と

して組み替えております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(2）有形固定資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

日本 その他 計

50,044 4,199 54,243

　　

３．主要な顧客ごとの情報

　　外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高で連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものがな

いため、記載を省略しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　 報告セグメント　
全社・消去
(百万円)

合計
(百万円) 

機能化学品
事業

（百万円）

ライフサイ
エンス事業
（百万円）

化薬事業
（百万円）

計
（百万円）

減損損失 92 － － 92 － 92

　

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

　 報告セグメント　
全社・消去
(百万円)

合計
(百万円) 

機能化学品
事業

（百万円）

ライフサイ
エンス事業
（百万円）

化薬事業
（百万円）

計
（百万円）

減損損失 391 － － 391 － 391

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　 報告セグメント　
全社・消去
(百万円)

合計
(百万円) 

機能化学品
事業

（百万円）

ライフサイ
エンス事業
（百万円）

化薬事業
（百万円）

計
（百万円）

当期償却額 81 － 0 81 － 81

当期末残高 203 － 0 204 － 204

　

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

　 報告セグメント　
全社・消去
(百万円)

合計
(百万円) 

機能化学品
事業

（百万円）

ライフサイ
エンス事業
（百万円）

化薬事業
（百万円）

計
（百万円）

当期償却額 81 － 0 81 － 81

当期末残高 122 － 0 122 － 122
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       なお、平成22年４月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額および未償却残高は、

     以下のとおりであります。

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　 報告セグメント　
全社・消去
(百万円)

合計
(百万円) 

機能化学品
事業

（百万円）

ライフサイ
エンス事業
（百万円）

化薬事業
（百万円）

計
（百万円）

当期償却額 － － 0 0 － 0

当期末残高 － － 0 0 － 0

　

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

　 報告セグメント　
全社・消去
(百万円)

合計
(百万円) 

機能化学品
事業

（百万円）

ライフサイ
エンス事業
（百万円）

化薬事業
（百万円）

計
（百万円）

当期償却額 － － 0 0 － 0

当期末残高 － － 0 0 － 0

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。

　

【関連当事者情報】

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

　
　
　

前連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 504.52円 561.37円

１株当たり当期純利益金額 39.41円 47.88円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当期純利益金額（百万円） 7,319 8,784

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 7,319 8,784

期中平均株式数（千株） 185,696 183,463

　　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当項目はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 14,581 8,843 0.87 －

１年以内に返済予定の長期借入金 7,859 462 0.99 －

１年以内に返済予定のリース債務 96 131 － －

長期借入金

（１年以内に返済予定のものを除く。）
2,546 10,997 0.70

平成26年４月10日～

平成34年９月20日

リース債務

（１年以内に返済予定のものを除く。）
248 286 － －

その他有利子負債     

その他資金の預かり

（１年内返済）
9,706 8,632 0.38 －

小計 35,039 29,353 － －

内部取引の消去 △18,069 △17,150 － －

合計 16,970 12,202 － －

　（注）１　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３　長期借入金およびリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予

定額は以下のとおりであります。

 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金

（百万円）
243 5,000 0 2,800

リース債務

（百万円）
116 94 50 23

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首および当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首および当連

結会計年度末における負債および純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の

規定により記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 34,358 72,721 108,787 148,859

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
2,739 5,738 8,942 12,993

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
1,692 3,678 5,750 8,784

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
9.22 20.05 31.35 47.88

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
9.22 10.83 11.29 16.53
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,176 1,647

受取手形 21 46

売掛金 ※3
 25,453

※3
 27,147

商品及び製品 11,279 11,461

仕掛品 1,797 1,631

原材料及び貯蔵品 4,653 4,750

前払費用 309 321

繰延税金資産 1,249 1,497

関係会社短期貸付金 6,666 5,742

未収入金 762 747

その他 238 329

貸倒引当金 △14 △15

流動資産合計 55,593 55,306

固定資産

有形固定資産

建物 28,537 28,438

減価償却累計額 △15,525 △16,269

建物（純額） 13,012 12,168

構築物 12,183 12,479

減価償却累計額 △9,515 △9,712

構築物（純額） 2,667 2,767

機械及び装置 68,016 67,579

減価償却累計額 △60,764 △61,112

機械及び装置（純額） 7,251 6,467

車両運搬具 435 435

減価償却累計額 △416 △410

車両運搬具（純額） 19 25

工具、器具及び備品 9,676 9,497

減価償却累計額 △8,796 △8,680

工具、器具及び備品（純額） 880 816

土地 10,541 10,541

リース資産 23 26

減価償却累計額 △7 △12

リース資産（純額） 16 14

建設仮勘定 880 753

有形固定資産合計 ※1, ※2
 35,268

※1, ※2
 33,554

無形固定資産

借地権 88 88

ソフトウエア 251 54

リース資産 － 117

その他 72 69

無形固定資産合計 412 330
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 21,587 25,929

関係会社株式 12,630 12,630

出資金 1 0

関係会社出資金 1,510 2,160

従業員長期貸付金 2 1

関係会社長期貸付金 1,859 4,097

破産更生債権等 0 0

長期前払費用 11 30

敷金 590 588

前払年金費用 4,974 4,444

その他 78 73

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 43,244 49,957

固定資産合計 78,926 83,842

資産合計 134,519 139,148

負債の部

流動負債

買掛金 ※3
 15,599

※3
 15,737

短期借入金 7,600 2,400

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 7,475

※1
 462

リース債務 5 31

未払金 3,268 2,728

未払費用 928 1,025

未払法人税等 867 2,093

未払消費税等 34 334

前受金 0 4

預り金 ※3
 13,021

※3
 11,953

賞与引当金 1,648 1,807

資産除去債務 193 186

その他 1 19

流動負債合計 50,645 38,784

固定負債

長期借入金 ※1
 620

※1
 7,957

リース債務 12 107

繰延税金負債 5,048 6,017

執行役員退職慰労引当金 77 86

資産除去債務 29 31

その他 393 355

固定負債合計 6,182 14,557

負債合計 56,828 53,341
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 17,742 17,742

資本剰余金

資本準備金 15,113 15,113

その他資本剰余金 － －

資本剰余金合計 15,113 15,113

利益剰余金

利益準備金 3,156 3,156

その他利益剰余金

特別償却準備金 2 2

固定資産圧縮積立金 3,832 3,726

別途積立金 27,800 27,800

繰越利益剰余金 6,250 11,718

利益剰余金合計 41,042 46,405

自己株式 △1,254 △1,263

株主資本合計 72,642 77,997

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,048 7,809

評価・換算差額等合計 5,048 7,809

純資産合計 77,690 85,807

負債純資産合計 134,519 139,148
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 ※1
 103,414

※1
 102,598

売上原価

製品売上原価

製品期首たな卸高 11,146 11,279

当期製品製造原価 ※1, ※5
 67,107

※1, ※5
 67,165

当期製品仕入高 ※1
 14,239

※1
 12,219

合計 92,493 90,664

製品期末たな卸高 11,279 11,461

他勘定振替高 ※3
 1,521

※3
 1,597

合計 12,801 13,059

製品売上原価 79,692 77,605

原材料売上原価 204 149

売上原価合計 ※2
 79,897

※2
 77,755

売上総利益 23,517 24,843

販売費及び一般管理費

販売費 ※1, ※4
 6,801

※1, ※4
 6,573

一般管理費 ※1, ※4, ※5
 10,182

※1, ※4, ※5
 10,205

販売費及び一般管理費合計 16,984 16,778

営業利益 6,533 8,064

営業外収益

受取利息 ※1
 103

※1
 92

受取配当金 ※1
 1,506

※1
 2,044

不動産賃貸料 ※1
 320

※1
 324

技術料収入 ※1
 81

※1
 101

為替差益 － 296

その他 ※1
 444

※1
 299

営業外収益合計 2,456 3,160

営業外費用

支払利息 239 140

固定資産撤去費用 94 88

為替差損 126 －

債権流動化費用 50 45

不動産賃貸費用 101 101

その他 94 161

営業外費用合計 707 537

経常利益 8,281 10,688

特別利益

固定資産売却益 － 2

関係会社株式売却益 38 －

その他 0 －

特別利益合計 38 2
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

特別損失

減損損失 ※7
 92

※7
 391

災害による損失 145 －

固定資産除却損 ※6
 85

※6
 59

固定資産処分損 300 －

投資有価証券評価損 0 150

事務所移転費用 121 －

和解金 225 －

その他 37 8

特別損失合計 1,008 610

税引前当期純利益 7,311 10,080

法人税、住民税及び事業税 2,357 3,325

法人税等調整額 △460 △626

法人税等合計 1,896 2,698

当期純利益 5,415 7,381
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　原材料費  43,13364.2 43,34664.7

Ⅱ　労務費  8,952 13.3 8,743 13.0

（うち退職給付費用）  (940) (768) 

Ⅲ　経費  15,15122.5 14,90922.3

（うち減価償却費）  (3,762) (3,357) 

（うち外注加工費）  (2,308) (2,515) 

当期総製造費用  67,237100.0 66,998100.0

期首仕掛品たな卸高  1,668 1,797 

期末仕掛品たな卸高  1,797 1,631 

当期製品製造原価 ※１ 67,107 67,165 

　（注）※１　当社の原価計算は部門別、工程別総合原価計算を採用しております。　
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 17,742 17,742

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 17,742 17,742

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 15,113 15,113

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,113 15,113

その他資本剰余金

当期首残高 － －

当期変動額

自己株式の処分 △0 △0

自己株式処分差損の振替 0 0

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

資本剰余金合計

当期首残高 15,113 15,113

当期変動額

自己株式の処分 △0 △0

自己株式処分差損の振替 0 0

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,113 15,113

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 3,156 3,156

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,156 3,156

その他利益剰余金

特別償却準備金

当期首残高 3 2

当期変動額

特別償却準備金の積立 － 1

特別償却準備金の取崩 △0 △0

税率変更に伴う特別償却準備金の
変動額

0 －

当期変動額合計 △0 0

当期末残高 2 2

固定資産圧縮積立金

当期首残高 3,668 3,832

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △119 △105

税率変更に伴う固定資産圧縮積立
金の変動額

283 －
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当期変動額合計 164 △105

当期末残高 3,832 3,726

別途積立金

当期首残高 27,800 27,800

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 27,800 27,800

繰越利益剰余金

当期首残高 4,634 6,250

当期変動額

剰余金の配当 △1,681 △2,018

特別償却準備金の積立 － △1

特別償却準備金の取崩 0 0

税率変更に伴う特別償却準備金の
変動額

△0 －

固定資産圧縮積立金の取崩 119 105

税率変更に伴う固定資産圧縮積立
金の変動額

△283 －

当期純利益 5,415 7,381

自己株式の消却 △1,954 －

自己株式処分差損の振替 △0 △0

当期変動額合計 1,616 5,468

当期末残高 6,250 11,718

利益剰余金合計

当期首残高 39,262 41,042

当期変動額

剰余金の配当 △1,681 △2,018

特別償却準備金の積立 － －

特別償却準備金の取崩 － －

税率変更に伴う特別償却準備金の変動
額

－ －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

税率変更に伴う固定資産圧縮積立金の
変動額

－ －

当期純利益 5,415 7,381

自己株式の消却 △1,954 －

自己株式処分差損の振替 △0 △0

当期変動額合計 1,779 5,363

当期末残高 41,042 46,405

自己株式

当期首残高 △1,310 △1,254

当期変動額

自己株式の取得 △1,898 △9

自己株式の処分 0 0

自己株式の消却 1,954 －

当期変動額合計 56 △8

当期末残高 △1,254 △1,263

株主資本合計

当期首残高 70,806 72,642
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当期変動額

剰余金の配当 △1,681 △2,018

当期純利益 5,415 7,381

自己株式の取得 △1,898 △9

自己株式の処分 0 0

自己株式の消却 － －

自己株式処分差損の振替 － －

当期変動額合計 1,836 5,354

当期末残高 72,642 77,997

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 4,446 5,048

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

601 2,761

当期変動額合計 601 2,761

当期末残高 5,048 7,809

評価・換算差額等合計

当期首残高 4,446 5,048

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

601 2,761

当期変動額合計 601 2,761

当期末残高 5,048 7,809

純資産合計

当期首残高 75,252 77,690

当期変動額

剰余金の配当 △1,681 △2,018

当期純利益 5,415 7,381

自己株式の取得 △1,898 △9

自己株式の処分 0 0

自己株式の消却 － －

自己株式処分差損の振替 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 601 2,761

当期変動額合計 2,438 8,116

当期末残高 77,690 85,807
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１.　有価証券の評価基準および評価方法

(1)子会社株式および関連会社株式

  移動平均法による原価法を採用しております。

(2)その他有価証券

　 時価のあるもの

   期末日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。

   時価のないもの

 移動平均法による原価法を採用しております。

２.　棚卸資産の評価基準および評価方法

  総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しており

ます。

３.　固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

  建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外は定率法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ７～50年

機械及び装置 ５～10年

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。これにより、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益

および税引前当期純利益はそれぞれ85百万円増加しております。

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

   定額法を採用しております。

 　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

(3)リース資産　

 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産

　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4)長期前払費用

     定額法を採用しております。

４.　引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　 貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金

　 従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

(3)退職給付引当金

　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

　 なお、年金資産見込額が退職給付債務見込額を超過しているため、超過額を前払年金費用に計上しております。

　 数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により、発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

(4)執行役員退職慰労引当金

　 執行役員等の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上しております。

５.　ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

　 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処

理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は特例

処理を採用しております。
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(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

①ヘッジ手段

為替予約取引および金利スワップ取引

②ヘッジ対象

為替予約…外貨建営業取引

金利スワップ…借入金の金利

(3)ヘッジ方針

　 為替予約取引については、為替相場の変動によるリスクの軽減を目的とし、通常の外貨建営業取引に係る契約等を

踏まえ、必要な範囲内で為替予約取引を利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

　 金利スワップ取引については、資金調達に限定し金利の変動によるリスクの軽減を目的としてスワップ取引を利

用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(4)ヘッジの有効性評価の方法

　 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の

累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断

しております。

　 なお、金利スワップについては特例処理を採用しているもの、また、為替予約取引については、ヘッジ対象とヘッジ

手段の期日、通貨種別および金額等の重要な条件が同一であるなど為替相場の変動に対し高い相関関係があると考

えられるものに対しては、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

６.　その他財務諸表作成のための重要な事項

 消費税等の会計処理

　 消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（貸借対照表関係）

※１　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

建物 6,016百万円 （ 5,954百万円） 5,731百万円 （ 5,670百万円）

構築物 1,799       （ 1,798      ） 1,787       （ 1,786      ）

機械及び装置 4,266       （ 4,266      ） 4,120       （ 4,120      ）

土地 2,758       （ 2,680      ） 2,758       （ 2,680      ）

計 14,840       （14,699      ） 14,397       （14,258      ）

　

　　　　担保付債務は次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

１年内返済予定の長期借入金 312百万円 （   312百万円） 312百万円 （  312百万円）

長期借入金 470       （   468　    ） 157       （  156　    ）

計 783       （   781      ） 470       （  468      ）

　　上記のうち、（ ）内書は工場財団抵当ならびに当該債務を示しております。　

　

※２　有形固定資産の取得価額から控除している国庫補助金等による圧縮記帳累計額は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

建物 500百万円 500百万円

構築物                   18                         18       

機械及び装置                  383                        383       

工具、器具及び備品                   22                         23       

計                  924                        925       

　

※３　関係会社に対する資産および負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

流動資産 　 　

　売掛金 11,691百万円 12,151百万円

流動負債 　 　

　買掛金                2,646                      2,999       

　預り金                9,706                      8,632       
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４　保証債務

(1)関係会社等の金融機関からの借入等に対し、債務保証を行っております。

前事業年度
（平成24年３月31日）

当事業年度
（平成25年３月31日）

北海道日油㈱ －百万円 北海道日油㈱ 226百万円

常熟日油化工有限公司 218   　  常熟日油化工有限公司 94   　  

PT.NOF MAS CHEMICAL INDUSTRIES534 　    　PT.NOF MAS CHEMICAL INDUSTRIES658   　  

NOF EUROPE(BELGIUM) N.V.      16       NOF EUROPE(BELGIUM) N.V.      18       

尼崎ユーティリティサービス㈱       85       尼崎ユーティリティサービス㈱       45       

計      854       計      1,042       

　

(2)関係会社の債権流動化に対し、債務保証を行っております。

前事業年度
（平成24年３月31日）

当事業年度
（平成25年３月31日）

日油商事㈱ 28百万円 日油商事㈱ 20百万円

油化産業㈱ 622       油化産業㈱ 502       

計 650       計 523       

　　

５　債権流動化に伴う買戻義務は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

債権流動化に伴う買戻義務 2,051百万円 1,785百万円

　

６　当社では、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融機関と特定融資枠契約を締結しております。

　事業年度末における借入未実行残高等は次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

特定融資枠契約の総額 7,500百万円 7,500百万円

借入実行残高 －       －       

差引額　 7,500       7,500       

　

７　当社は、グループ全体の効率的な資金運用・調達を行うため、キャッシュ・マネジメント・システム（以下「ＣＭ 　

Ｓ」）を導入しており、複数のグループ会社とのＣＭＳ基本契約を締結し、ＣＭＳによる貸付限度額を設定しており

ます。この契約に基づく事業年度末の貸付未実行残高等は次のとおりであります。      　

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

ＣＭＳによる貸付限度額総額 14,500百万円 14,450百万円

貸付実行残高 6,158       5,742       

差引額　 8,341       8,707       
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

売上高 31,336百万円 31,506百万円

仕入高 9,714       10,499       

その他の営業取引 6,886       6,612       

受取配当金 925       1,487       

その他の営業外収益 280       308       

　

  ※２　棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

売上原価 △111百万円 84百万円

　

※３　他勘定振替高の内訳は商品見本等への振替であります。

　　

※４　販売費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

販売手数料 169百万円 174百万円

発送配達費 3,657       3,549       

給料手当および賞与 1,301       1,244       

退職給付費用 183       144       

賞与引当金繰入額 185       196       

旅費交通費　 282       278       

　

　　　一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

給料手当および賞与 1,995百万円 2,055百万円

退職給付費用 305       255       

賞与引当金繰入額 323       370       

研究開発費 4,223       4,089       

減価償却費　 437       311       

租税公課　 367       398       

不動産等賃借料　 595       597       

　

※５　一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開発費の総額　　

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

　 4,680百万円 4,551百万円
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　※６　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。　

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

建物 44百万円 7百万円

機械及び装置 28       32       

工具、器具及び備品他 12       19       

計 85       59       

　　

※７　減損損失

　　当社は以下の資産について減損損失を計上しております。

　前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

場所 用途 種類 減損損失（百万円）

愛知県知多郡武豊町　 遊休資産　 機械及び装置ならびに工具、器具及び備品等　 92

　当社は、原則として事業用資産については主として事業部門別にグルーピングを行い、また、遊休資産等について

は個々の資産または資産グループ単位でグルーピングを行い、減損損失の認識の判定を行っております。上記の資

産については、今後の使用が見込まれないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（92百万円）として特別損失に計上しております。

　減損損失の内訳は、機械及び装置が69百万円、工具、器具及び備品が４百万円、その他が19百万円であります。　

　

　当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

場所 用途 種類 減損損失（百万円）

愛知県知多郡武豊町　 生産設備等　 建物及び構築物等　 391

　当社は、原則として事業用資産については主として事業部門別にグルーピングを行い、また、遊休資産等について

は個々の資産または資産グループ単位でグルーピングを行い、減損損失の認識の判定を行っております。上記の資

産については、営業活動に係る収益性が低下し、将来における収益の改善が見込まれないことから、回収可能価額が

帳簿価額を下回るものについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（391百万円）として

特別損失に計上しております。

　各資産の回収可能価額については使用価値により測定しております。なお、上記資産については、将来キャッシュ

・フローがマイナスであるため割引計算は行っておりません。減損損失の内訳は、建物および構築物が235百万円、

機械及び装置が94百万円、工具、器具及び備品が58百万円、その他が２百万円であります。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

自己株式の種類および株式数に関する事項

 
当事業年度期首 
株式数（千株）

当事業年度増加 
株式数（千株）

当事業年度減少 
株式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式　　　　　(注)１、２ 3,193 5,018 5,000 3,210

合計 3,193 5,018 5,000 3,210

　（注）１　普通株式の自己株式の株式数の増加5,018千株は、単元未満株式の買取による増加18千株および市場からの買

付による増加5,000千株であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少5,000千株は、単元未満株式の処分による減少0千株および消却による減

少5,000千株であります。

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

自己株式の種類および株式数に関する事項

 
当事業年度期首 
株式数（千株）

当事業年度増加 
株式数（千株）

当事業年度減少 
株式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式　　　　　(注)１、２ 3,210 24 2 3,232

合計 3,210 24 2 3,232

　（注）１　普通株式の自己株式の株式数の増加24千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少2千株は、単元未満株式の処分による減少であります。
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)リース資産の内容

  有形固定資産

    車両運搬具ならびに工具、器具及び備品であります。　

(2)リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。　　

　

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料　

（単位：百万円）

　
前事業年度

（平成24年３月31日）

当事業年度

（平成25年３月31日）

１年内 － 61

１年超 － 229

合計 － 291
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（有価証券関係）

　子会社株式および関連会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式12,391百万円、関連会社株式238

百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式12,391百万円、関連会社株式238百万円)は、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
　
　

当事業年度
（平成25年３月31日）

繰延税金資産  　  

賞与引当金 626百万円　 686百万円

退職給付引当金 127 　 318

棚卸資産評価損 200 　 232

未払事業税 97 　 207

減損損失 235 　 328

執行役員退職慰労引当金 29 　 32

未払費用 127 　 152

ゴルフ会員権評価損 86  86

資産除去債務 84 　 82

関係会社株式および投資有価証券評価損 329 　 329

長期未払金 91 　 78

その他 350 　 400

繰延税金資産小計 2,385 　 2,937

評価性引当額 △461 　 △461

繰延税金資産合計 1,924 　 2,476

繰延税金負債 　 　 　

その他有価証券評価差額金 △2,797 　 △4,144

固定資産圧縮積立金 △2,182 　 △2,109

退職給付信託設定益 △737 　 △736

その他 △6 　 △6

繰延税金負債合計 △5,723 　 △6,996

繰延税金資産（負債）の純額 △3,799 　 △4,520

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
　
　

当事業年度
（平成25年３月31日）

法定実効税率 41.0％ 　 38.0％

（調整） 　 　 　

税額控除 △5.1 　 △3.7

受取配当金等益金不算入項目 △7.0 　 △6.6

税率変更による期末繰延税金負債の減額修正 △2.8 　 －

その他 △0.1 　 △0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.9 　 26.8

　

（企業結合等関係）

　　当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　　　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1)当該資産除去債務の概要

 有形固定資産に使用されている有害物質（フロン、PCB等）に係る除去義務であります。
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(2)当該資産除去債務の金額の算定方法

　   使用見込期間を取得から２年～38年と見積り、割引率は0.21％～2.27％を使用して資産除去債務の金額を計算して

おります。
  
(3)当該資産除去債務の総額の増減

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

期首残高 221百万円 223百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 2 4

時の経過による調整額 0 0

資産除去債務の履行による減少額 △0 △10

期末残高 223 217

　

（１株当たり情報）

　
　
　

前事業年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当事業年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 423.45円 467.74円

１株当たり当期純利益金額 29.16円 40.23円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当事業年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当期純利益金額（百万円） 5,415 7,381

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 5,415 7,381

期中平均株式数（千株） 185,696 183,463

　

（重要な後発事象）

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　   銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

本田技研工業㈱ 822,100 3,000

㈱みずほフィナンシャルグループ 11,996,372 2,492

信越化学工業㈱ 331,698 2,007

日産化学工業㈱ 1,584,733 1,850

ＮＫＳＪホールディングス㈱ 745,792 1,541

焼津水産化学工業㈱ 1,504,807 1,315

ＪＸホールディングス㈱ 2,008,557 1,094

㈱良品計画 143,900 948

ダイキン工業㈱ 216,500 813

東洋製罐㈱ 508,080 678

富士重工業㈱ 450,512 670

日本精化㈱ 1,039,135 644

東洋水産㈱ 206,042 595

㈱横浜銀行 1,120,994 576

丸紅㈱ 727,358 527

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 897,740 499

三菱商事㈱ 271,795 497

明治ホールディングス㈱ 111,868 477

日本カーリット㈱ 915,000 474

㈱伊予銀行 500,000 422

㈱日本触媒 362,000 304

㈱クレハ 854,300 294

日本水産㈱ 1,395,900 264

㈱淀川製鋼所 699,621 244

㈱日立製作所 446,250 243

新日本理化㈱ 922,875 243

敷島製パン㈱ 200,000 237

扶桑化学工業㈱　 94,250 225

鶴崎共同動力㈱ 306,000 204

その他（88銘柄） 6,130,330 2,525

小計 37,514,509 25,914

計 37,514,509 25,914
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【債券】

　
　

　
 銘柄

券面総額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

 

 

その他有

価証券

 

 

（国債）   

１銘柄 10 9

小計 10 9

計 10 9

【その他】

　  投資有価証券 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

（出資証券）   

３銘柄 6,200 5

小計 6,200 5

計 6,200 5
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額また
は償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 28,537 169
269

(214)
28,438 16,269 791 12,168

構築物 12,183 430
133

(21)
12,479 9,712 303 2,767

機械及び装置 68,016 1,647
2,083

(94)
67,579 61,112 2,302 6,467

車両運搬具 435 19
19

(0)
435 410 13 25

工具、器具及び備品 9,676 549
728

(58)
9,497 8,680 540 816

土地 10,541 － － 10,541 － － 10,541

リース資産　 23 3 － 26 12 5 14

建設仮勘定 880 2,794 2,921 753 － － 753

有形固定資産計 130,294 5,613
6,155

(388)
129,752 96,198 3,956 33,554

無形固定資産        

借地権 88 － － 88 － － 88

ソフトウエア 7,265 5 － 7,270 7,216 202 54

リース資産 － 124 － 124 6 6 117

その他 110 6
1

(1)
114 45 7 69

無形固定資産計 7,463 135
1

(1)
7,597 7,267 216 330

長期前払費用 830 29
2

(0)
857 826 9 30

　（注）１　当期増加額の主なものは、次のとおりであります。

建物 尼崎工場　　機能化学品製造設備の増設 15百万円

機械及び装置 尼崎工場　　機能化学品製造設備の増設 79　〃

建設仮勘定 尼崎工場　　機能化学品製造設備の増設および更新

（当期中において各資産科目に振替えたものを除きます。）　

202　〃

２　当期減少額の主なものは、次のとおりであります。

建設仮勘定 川崎事業所　工場環境の整備完了に伴う本勘定への繰入

（当期中において建設仮勘定に計上し、かつ当期中に各資産科目に

振替えたものを除きます。）　

 　185百万円

３　有形固定資産の取得価額から控除している国庫補助金等による圧縮記帳累計額は、建物500百万円、構築物18

百万円、機械及び装置383百万円、工具、器具及び備品23百万円、計925百万円であります。

４　有形固定資産および無形固定資産の当期償却額は損益計算書の販売費及び一般管理費「減価償却費325百万

円および研究開発費の内489百万円」、ならびに製造原価明細書の経費「減価償却費3,357百万円」にそれぞ

れ配賦しております。

５　「当期減少額」欄の（）内は内数で、減損損失の計上額であります。
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【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
［目的使用］
（百万円）

当期減少額
［その他］
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 14 15 － 14 15

賞与引当金 1,648 1,807 1,648 － 1,807

執行役員退職慰労引当金 77 32 23 － 86

　（注）　貸倒引当金の当期減少額[その他]は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

(A)現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 －

預金  

当座預金 956

普通預金 15

外貨普通預金 672

別段預金 2

小計 1,647

合計 1,647

(B)受取手形の相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

凸版印刷㈱ 21

㈱エース油科　（注） 24

合計 46

　（注）同社に対する電子記録債権であります。

(C)受取手形の期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成25年４月 13

５月 4

６月 －

７月 27

８月 －

９月以降 －

合計 46

(D)売掛金の相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

油化産業㈱ 7,108

㈱アイ・エイチ・アイ・エアロスペース 1,971

NOF EUROPE (BELGIUM) N.V. 1,867

NOF AMERICA CORPORATION 1,522

油脂製品㈱ 1,200

その他 13,476

合計 27,147
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(E)売掛金の発生および回収ならびに滞留状況

期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

25,453 111,387 109,693 27,147 80.16 86.2

　（注）１　算出方法

(イ）回収率（当期回収高）÷（期首残高＋当期発生高）

(ロ）滞留期間：｛（期首残高＋期末残高）÷２｝÷（当期発生高÷365）

２　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

(F)商品及び製品

内訳 金額（百万円）

製品 　

脂肪酸・油剤他 8,444

化成・化薬他　 1,597

食用油脂他 1,419

合計 11,461

(G)仕掛品

内訳 金額（百万円）

脂肪酸・油剤他 0

化成・化薬他 1,630

合計 1,631

(H)原材料及び貯蔵品

内訳 金額（百万円）

原材料 　

油脂・油剤他 1,607

化成・化薬他　 2,595

食用油脂他 352

小計 4,555

貯蔵品 　

燃料 6

修繕材料　 16

消耗品 171

小計 194

合計 4,750
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(I)関係会社短期貸付金

関係会社名 金額（百万円）

日本工機㈱ 3,728

㈱ジャペックス 941

日油商事㈱ 350

日邦工業㈱ 293

昭和金属工業㈱ 232

その他 195

合計 5,742

(J)関係会社株式

銘柄 金額（百万円）

子会社株式  

日本工機㈱ 4,775

日油技研工業㈱ 2,816

NOF METAL COATINGS NORTH AMERICA INC. 1,849

PT. NOF MAS CHEMICAL INDUSTRIES 1,330

昭和金属工業㈱ 452

その他 1,168

小計 12,391

関連会社株式  

TAIWAN NICHIYU CHEMICAL CO., LTD. 127

尼崎ユーティリティサービス㈱ 50

三京塗料㈱ 22

尼崎水素販売㈱ 20

日光油脂㈱ 18

小計 238

合計 12,630
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②　負債の部

(A)買掛金

相手先 金額（百万円）

油化産業㈱ 1,760

三菱商事㈱ 690

昭和電工㈱ 685

双日㈱ 458

㈱日本触媒 429

その他 11,714

合計 15,737

(B)短期借入金

借入先 金額（百万円）

㈱みずほコーポレート銀行 950

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 350

みずほ信託銀行㈱ 350

農林中央金庫 350

その他 400

合計 2,400

　

(C)１年内返済予定の長期借入金

借入先 金額（百万円）

㈱日本政策金融公庫 312

明治安田生命保険相互会社 100

その他 50

合計 462
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(D)預り金

内訳 金額（百万円）

子会社預り金 8,632

営業保証金 2,537

その他 747

合計 11,953

　

(E)長期借入金　　

借入先 金額（百万円）

シンジケートローン 5,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 700

みずほ信託銀行㈱ 600

農林中央金庫 600

その他 1,057

合計 7,957

（注）シンジケートローンは㈱みずほコーポレート銀行を幹事とする17社の協調融資によるものであります。

　

（３）【その他】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

日油株式会社(E00880)

有価証券報告書

104/110



第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人兼

特別口座管理機関

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

特別口座管理機関取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店

みずほ証券株式会社　本店および全国各支店

買取・売渡手数料 無料

公告掲載方法

電子公告の方法により行う。ただし、やむを得ない事由により電子公告をす

ることができない場合は、日本経済新聞に掲載する。

公告掲載ＵＲＬ（http://www.nof.co.jp/)

株主に対する特典 ありません。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条の第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利な

らびに単元未満株式の売り渡し請求をする権利以外の権利を有しておりません。　
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　　　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)有価証券報告書

およびその添付書類

ならびに確認書

 事業年度

(第89期)

 自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日

 平成24年６月28日

関東財務局長に提出。

(2)内部統制報告書

およびその添付書類

　 平成24年６月28日

関東財務局長に提出。

(3)四半期報告書

および確認書　

(第90期第１四半期)自　平成24年４月１日

至　平成24年６月30日

 平成24年８月10日

関東財務局長に提出。 

  (第90期第２四半期)自　平成24年７月１日

至　平成24年９月30日

 平成24年11月14日

関東財務局長に提出。 

  (第90期第３四半期)自　平成24年10月１日

至　平成24年12月31日

 平成25年２月14日

関東財務局長に提出。 

(4)臨時報告書　

金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令

第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書であります。

　 平成24年６月29日

関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 平成25年６月21日

日油株式会社  

 取締役会　御中    

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 芳野　博之　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西田　裕志　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日油株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日油株

式会社及び連結子会社の平成25年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日油株式会社の平成25年３月31

日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを

求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に

基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果につ

いて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、日油株式会社が平成25年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統

制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

　２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 平成25年６月21日

日油株式会社  

 取締役会　御中    

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 芳野　博之　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西田　裕志　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日油株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第９０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日油株式会

社の平成25年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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